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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．※については、潜在株式が存在しないことから、「－」で表示している。なお、第89期中、第89期及び第90期

中の「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、中間（当期）純損失が計上されているた

め、記載していない。  

３. 純資産額の算定にあたり、第90期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用している。 

回次 第88期中 第89期中 第90期中 第88期 第89期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

(1）連結経営指標等       

売上高 (百万円) 152,180 85,930 6,506 268,504 139,422 

経常損失 (百万円) 7,484 1,081 1,017 9,555 4,083 

中間（当期）純利益

又は中間（当期） 

純損失（△） 

(百万円) 358,112 △19,899 △38,673 314,965 △2,236 

純資産額 (百万円) 47,544 20,221 △1,207 4,446 37,804 

総資産額 (百万円) 294,990 135,774 30,428 195,332 81,989 

１株当たり純資産額 (円) △4.81 △58.86 △189.26 △246.45 46.98 

１株当たり中間 

（当期）純利益又は

中間（当期） 

純損失（△）     

(円) 700.11 △158.55 △233.80 4,071.56 △15.35 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

(円) 
※ 

－ 

  

－ 

  

－ 

  

3,512.16 

  

－ 

自己資本比率 (％) 16.12 14.90 △4.00 2.30 46.11 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △1,251 △30,051 △1,620 △13,528 △40,531 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 366,737 34,333 △3,826 382,487 46,241 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △335,055 11,839 △3,889 △380,593 1,393 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) 49,506 23,718 5,372 7,456 14,708 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕(人) 

4,769 

〔794〕

2,939 

〔523〕

66 

〔77〕

4,038 

〔817〕

1,820 

〔489〕



（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．※については、潜在株式が存在しないことから、「－」で表示している。なお、第89期中及び第90期中の「潜

在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、中間（当期）純損失が計上されているため、記載

していない。 

３. 当社は平成16年10月１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を行っている。 

４. 純資産額の算定にあたり、第90期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用している。 

回次 第88期中 第89期中 第90期中 第88期 第89期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

(2）提出会社の経営指標等      

売上高 (百万円) 41,222 26,553 2,767 74,593 51,553 

経常損失 (百万円) 7,857 5,369 643 7,460 8,824 

中間（当期）純利益

又は中間 

純損失（△） 

(百万円) 322,795 △15,588 △42,141 291,070 7,154 

資本金 (百万円) 31,341 35,099 100 25,099 35,099 

        
 普通株式 

51,283 

 普通株式 

51,283 

 普通株式 

51,283 

発行済株式総数   （千株）  
 普通株式 

512,835 

 普通株式 

226,415 

 Ａ種優先株式 

30,000 

 Ａ種優先株式 

30,000 

 Ａ種優先株式 

30,000 

        
 Ｂ種優先株式 

30,000 

 Ｂ種優先株式 

30,000 

 Ｂ種優先株式 

30,000 

        
 Ｃ種後配株式 

115,131 

 Ｃ種後配株式 

52,631 

 Ｃ種後配株式 

115,131 

純資産額 (百万円) 45,711 18,242 △1,480 13,840 40,945 

総資産額 (百万円) 211,532 109,359 29,463 118,873 74,981 

１株当たり純資産額 (円) △8.39 △70.77 △190.91 △155.85 65.90 

１株当たり中間 

（当期）純利益又は

中間純損失（△） 

(円) 631.01 △124.20 △254.76 3,762.48 49.09 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

(円) 
※ 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

3,245.57 

 

39.08 

１株当たり配当額 (円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 21.6 16.7 △5.0 11.6 54.6 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕(人) 

1,357 

〔286〕

984 

〔222〕

27 

〔29〕 

1,038 

〔281〕

817 

〔216〕 



２【事業の内容】 

 平成18年5月1日に3事業（ホームプロダクツ・薬品・食品）の譲渡を行った。これに伴い減少した主な関係会社は

以下のとおりである。 

≪営業譲渡≫ 

 〔ホームプロダクツ事業〕 

  （製造）    カネボウ石鹸製造㈱ 

  （販売）    カネボウホームプロダクツ販売㈱、東京レーヌ㈱ 

 〔薬品事業〕 

  （販売）    カネボウ薬品㈱ 

≪株式譲渡≫ 

 〔食品事業〕 

  （製造・販売） カネボウフーズ㈱ 

  （販売）    カネボウフーズ販売㈱ 

３【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間において、営業譲渡・株式譲渡・清算により減少した主な関係会社は以下のとおりである。 

≪営業譲渡≫ 

 （連結子会社） 

   カネボウ薬品㈱、カネボウホームプロダクツ販売㈱、東京レーヌ㈱、㈱カネボウIKSM研究所 

 （持分法適用関連会社） 

   カネボウ石鹸製造㈱ 

 （海外関連会社） 

   青島華鐘製薬有限公司 

≪株式譲渡≫ 

 （連結子会社） 

   カネボウフーズ㈱、カネボウフーズ販売㈱ 

≪清算≫ 

 （連結子会社） 

   ケーエスコーヨー㈱ 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ

への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載

している。 

２．臨時従業員には、臨時社員及びパートタイマー（アルバイトを含む）を含み、派遣社員を除いている。

３．従業員数が当中間連結会計期間において1,754名減少しているが、その主な理由は当中間連結会計期間

における3事業（ホームプロダクツ・薬品・食品）及びコーポレートスタッフ部門の譲渡並びに鐘紡記

念病院の医療法人化によるものである。 

(2）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、

臨時雇用者数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載している。 

２．臨時従業員には、臨時社員及びパートタイマー（アルバイトを含む）を含み、派遣社員を除いている。

３．従業員数が当中間会計期間において790名減少しているが、その主な理由は当中間会計期間における3事

業（ホームプロダクツ・薬品・食品）及びコーポレートスタッフ部門の譲渡並びに鐘紡記念病院の医療

法人化によるものである。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  平成18年9月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従   業   員   数 （人） 

ホームプロダクツ事業 
4 

[7] 

薬品事業 
8 

[11] 

食品事業 
25 

[38] 

ファッション事業 
5 

[11] 

繊維事業 
10 

[－] 

その他の事業 
14 

[－] 

全社（共通） 
－ 

[10]  

合     計 
66 

[77] 

  平成18年9月30日現在

従業員数（人） 27 [29]  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当社およびグループ各社（以下、「当社グループ」という。）は平成18年１月31日に株式会社産業再生機構の支

援を離れ、アドバンテッジパートナーズ有限責任事業組合、株式会社ＭＫＳパートナーズ、ユニゾン・キャピタル

株式会社の３投資会社が新しいスポンサー企業となり、各事業の強化を図ることとなった。 

 しかしながら、当社の中核3事業は、それぞれ激しい競合が続く厳しい事業環境に置かれていることから、事業

構造の見直しを含む収益性の改善や事業強化策を実施することが急務との認識に立ち、営業譲渡などを活用した組

織改編の実施を決定した。 

 当社は、平成18年5月1日にホームプロダクツ事業および薬品事業を当社の新スポンサーである上記3投資会社が

運営に携わるファンド（以下、「ファンド」という。）などが出資する2つの会社（カネボウホームプロダクツ株

式会社およびカネボウ製薬株式会社）にそれぞれ営業譲渡した。 

 また当社は、平成18年5月1日にカネボウフーズ株式会社の株式をファンド等に譲渡するとともに、コーポレート

スタッフ部門を、カネボウホームプロダクツ株式会社、カネボウ製薬株式会社およびカネボウフーズ株式会社を統

括・管理する会社カネボウ・トリニティ・ホールディングス株式会社に譲渡した。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は6,506百万円（前年同期比92.4%減少）、経常損失は1,017百万円（前

年同期比5.9%減）となった。中間純損失は、営業譲渡益ほかにより特別利益を8,939百万円、貸倒引当金繰入額ほ

かにより特別損失を37,982百万円、繰延税金資産取崩による法人税等調整額を9,138百万円計上したことなどによ

り、38,673百万円（前年同期比94.3%増）となった。 

 事業のセグメント別概況は次の通りである。 

 ① ホームプロダクツ事業 

 平成18年5月1日付でカネボウホームプロダクツ株式会社へ営業譲渡したことにより、当中間連結会計期間の売上

高は2,611百万円（前年同期比86.0%減少）、営業利益は196百万円（前年同期比89.5%減少）となった。 

 ② 薬品事業 

 平成18年5月1日付でカネボウ製薬株式会社へ営業譲渡したことにより、当中間連結会計期間の売上高は1,417百

万円（前年同期比84.1%減少）、営業利益は16百万円（前年同期比78.8%減少）となった。 

 ③ 食品事業 

 平成18年5月1日付でファンド等へカネボウフーズ株式会社の株式を譲渡したこと等により、当中間連結会計期間

の売上高は2,142百万円（前年同期比87.8%減少）、営業損失は416百万円（前年同期は193百万円の営業利益）とな

った。 

 その他の子会社については、事業運営の効率化及び撤収した椎茸事業の清算を進めて行く。 

 ④ ファッション事業 

 株式会社アンドモアの小売事業を撤収したことにより、ファッション事業はすべての事業を譲渡又は撤収したこ

ととなり、当中間連結会計期間の売上高は111百万円（前年同期比98.8%減少）、営業損失は230百万円（前年同期

比82.0%減少）となった。 

 引続き、撤収した事業の清算を進めていく。 

 ⑤ 繊維事業 

 前連結会計年度までに全ての事業を譲渡又は撤収しており、当中間連結会計期間の売上高は0百万円（前年同期

比100.0%減少）、営業損失は132百万円（前年同期比41.9%減少）となった。 

 引続き、撤収した事業の清算を進めていく。 

 ⑥ その他の事業 

 カネボウ興産株式会社において賃貸事業を営んでおり、当中間連結会計期間の売上高は223百万円（前年同期比

97.9%減少）、営業損失は83百万円（前年同期は220百万円の営業利益）となった。 

 引続き、事業の効率化を進めていく。 

 

 なお、平成18年9月30日を以って、当社資本金を34,999百万円減少して100百万円とし、減少額の内29,703百万円

を欠損の填補に充当した。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における連結キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローで1,620百万円の

減少（前年同期は30,051百万円の減少）、投資活動によるキャッシュ・フローで3,826百万円の減少（前年同期は

34,333百万円の増加）、財務活動によるキャッシュ・フローで3,889百万円の減少（前年同期は11,839百万円の増

加）となり、現金及び現金同等物は前期末に比べ9,335百万円減少し、当中間連結会計期間末残高は5,372百万円と

なった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、事業撤収に伴う支出のためその他引当金が減少したこと等により、

1,620百万円減少した。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入支出等により、3,826百万円減少した。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済等により、3,889百万円減少した。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．金額は、販売価額によっており、セグメント間の取引については消去していない。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３．ファッション事業は購入製品を販売しており、生産を行っていないため、記載を省略している。 

(2）受注状況 

 当社グループは主として見込生産を行っているため、受注状況に関する記載を省略している。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．当中間連結会計期間において、総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上となる販売先はない。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比(％) 

ホームプロダクツ事業 861 △84.0 

薬品事業 345 △87.0 

食品事業 702 △88.5 

繊維事業 － △100.0 

その他の事業 － △100.0 

合計 1,909 △93.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比(％) 

ホームプロダクツ事業 2,611 △86.0 

薬品事業 1,417 △84.1 

食品事業 2,142 △87.8 

ファッション事業 111 △98.8 

繊維事業 － △100.0 

その他の事業 223 △97.9 

合計 6,506 △92.4 



３【対処すべき課題】 

当社グループは、平成16年5月31日に産業再生機構より支援決定を受けて以降、企業再生に向けて「事業再生計

画」に基づく、諸施策を実施してきた。産業再生機構の支援の下、①財務体質の抜本改革 ②抜本的な事業ポートフ

ォリオの再編 ③不採算事業からの撤退と一段のコスト競争力強化による安定収益基盤の確立 ④グループ組織運営

体制の変革 ⑤経営の透明性実現とガバナンス強化などを進め、企業価値向上に資するこれらの経営課題の解決に取

り組んできた。 

 平成17年7月より、産業再生機構による当社のスポンサー企業の選定が進められ、平成18年１月31日に産業再生機

構の支援を離れ、アドバンテッジパートナーズ有限責任事業組合、株式会社ＭＫＳパートナーズ、ユニゾン・キャピ

タル株式会社の３投資会社が新しいスポンサー企業となり、既に撤収した事業の清算などの業務を進めながら、ホー

ムプロダクツ・薬品・食品の中核3事業を中心とした事業強化を図ることとなった。 

 しかしながら、当社の中核3事業は、それぞれ激しい競合が続く厳しい事業環境に置かれていることから、事業構

造の見直しを含む収益性の改善や事業強化策を実施することが急務との認識に立ち、営業譲渡などを活用した組織改

編の実施を決定し、平成18年5月1日に中核3事業およびコーポレートスタッフ部門を、営業譲渡ならびに株式譲渡し

た。 

 当社グループでは、譲渡した上記３事業を除くその他事業の運営を引続き行い、その効率化および撤収事業の清算

などの業務を推進する。 

 また、当社は、過大資本の解消と欠損金一掃のため平成18年9月30日に資本の減少を行なった。これにより、資本

金は35,099百万円から34,999百万円を減少し、100百万円となった。また、資本減少額の内、29,703百万円を資本の

欠損の填補に充当した。 

 なお、当社は、平成16年5月に実施した化粧品事業の営業譲渡において、化粧品事業に関する「カネボウ」商標も

株式会社カネボウ化粧品に譲渡したが、当社が保有していた化粧品事業以外に係る商標についても、平成18年2月に

同社に譲渡した。今後、当分の間（最長平成20年1月まで）、同商標の使用権の許諾を受けており、平成20年1月末ま

でにコーポレートブランドの変更を予定している。 

４【経営上の重要な契約等】 

Ⅰ．営業譲渡契約 

契約会社名 相手方会社名 譲渡対象 契約締結日 譲渡実行日 

    当 社 

 カネボウホームプロダクツ

 株式会社 

 （平成18年4月12日付、 

「ユニゾン・マーズ株式会

社」から商号変更） 

トイレタリー商品関連
商品、その他日用雑貨
の製造・加工・輸出入

平成18年4月14日 平成18年5月1日

    当 社 

カネボウ製薬株式会社 

 （平成18年4月12日付、 

「紀尾井町インベストメン

ト株式会社」から商号変

更） 

漢方薬を中心とした 
医薬品（医療用、一般
用）の製造・販売 

平成18年4月14日 平成18年5月1日

    当 社 カネボウフーズ株式会社 
通信販売用健康食品の
開発・製造・販売 

平成18年4月14日 平成18年5月1日

    当 社 

カネボウ・トリニティ・ 
ホールディングス株式会社

 （平成18年4月12日付、 

「トリニティ・パートナー

ズ株式会社」から商号変

更） 

コーポレートスタッフ
部門 

平成18年4月14日 平成18年5月1日



Ⅱ．資産譲渡契約 

Ⅲ．株式譲受契約 

Ⅳ．金銭債権譲受契約 

５【研究開発活動】 

   当中間連結会計期間のグループ全体の研究開発費は、147百万円である。 

 当中間連結会計期間における各事業部門別の研究開発費は、次のとおりである。 

 （１）ホームプロダクツ事業 

 当該事業に係る研究開発費は、59百万円である。 

 （２）薬品事業 

  当該事業に係る研究開発費は、58百万円である。 

 （３）食品事業 

  当該事業に係る研究開発費は、28百万円である。 

契約会社名 相手方会社名 譲渡対象 契約締結日 譲渡実行日 

当社 
 カネボウ・トリニティ・ 

 ホールディングス株式会社

カネボウフーズ株式会
社の株式及び債権 

平成18年4月14日 平成18年5月1日

当社 カネボウフーズ株式会社 

カネボウフーズ販売 
株式会社の株式及び当
社の食品事業知的財産
権 

平成18年4月14日 平成18年5月1日

譲受する株式の会社名 相手方会社名 
譲受対象会社の 
事業内容等 

契約締結日 譲受実行日 

コリス株式会社 
カネボウフーズ株式会社 
及びカネボウフーズ販売 
株式会社 

チューイングガム、ラ
ムネ菓子等の製造・販
売 

平成18年4月14日 平成18年5月1日

譲受する債権の会社名 相手方会社名 
譲受対象会社の 
事業内容等 

契約締結日 譲受実行日 

甲府ベルフーズ株式会社 カネボウフーズ株式会社 菓子等の製造  平成18年4月14日 平成18年5月1日



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な設備の売却（営業譲渡及び株式譲渡を含む）は、以下のとおりである。 

（注）１．帳簿価額のうち、「その他」は、器具及び備品並びに建設仮勘定の合計である。なお、金額には消費税

等を含まない。 

２．従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書している。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設等については、平成18年5月1日に行われた営業譲渡及

び株式譲渡により譲渡先に引き継がれている。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却、売却等の計画はな

い。 

 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の
種類別
セグメ
ントの
名称 

設備の
内容 

帳簿価格(百万円) 

従業員
数 
(人) 

建物
及び
構築
物 

機械
装置
及び
運搬
具 

土地 
(面積
千㎡) 

その他 合計 

カネボウ㈱ 
津島工場 

（愛知県海部郡） 

ホーム

プロダ

クツ 

トイレ

タリー

製品製

造設備 

766 582 
108 

(18) 
13 1,470 

67 

[39］

〃 
中部流通センター 

（愛知県中島郡） 
〃 

物流施

設 
588 3 

804 

(14) 
－ 1,396 

－ 

[－］

〃 

名古屋流通センタ

ー 

（愛知県中島郡） 

〃 〃 583 0 
1,244 

(29) 
18 1,847 

－ 

[－］

〃 
高槻第二工場 

（大阪府高槻市） 
薬品 

薬品製

造設備 
110 82 

322 

(11) 
7 523 

16 

[8］

〃 
高岡工場 

（富山県高岡市） 
〃 〃 1,720 626 

728 

(24) 
119 3,194 

53 

[33］

カネボウホ

ームプロダ

クツ販売㈱ 

本社・支店 

(東京都港区他) 

ホーム

プロダ

クツ 

その他

の設備 
3 － － 2 5 

171 

[2］

カネボウ 

薬品㈱ 

本社・支店 

(東京都港区他) 
薬品 〃 23 － － 6 29 

395 

［91］

カネボウ 

フーズ㈱ 

新町工場 

(群馬県多野郡) 
食品 

食品製

造設備 
27 126 

1,940 

(78) 
9 2,102 

36 

［4］

〃 
高槻第一工場 

(大阪府高槻市) 
〃 〃 206 349 

1,870 

(24) 
11 2,437 

44 

［7］

〃 
福知山工場 

(京都府福知山市) 
〃 〃 252 257 

861 

(13) 
9 1,380 

41 

［8］

カネボウ 

興産㈱ 

横浜教育センター 

(横浜市中区) 
その他 

その他の

設備 
82 － 

1,418 

(12) 
－ 1,501 

－ 

[－］



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注）１.東京証券取引所・大阪証券取引所において、平成17年6月13日付で上場廃止となった。 

    ２.完全議決権株式であり、権利内容になんら限定のない当社における標準となる株式である。 

３.Ｃ種類株式のうち26,315,750株は、現物出資（債務の株式化）によって発行されたものである。 

      ・当該財産 

    (内容) 当社に対する貸付金 

    (価額) 9,999,985,000円 

４.Ａ種類株式の内容 

(1)優先株主配当金 

①優先配当金の額 

イ. Ａ種類株式につき普通株式に優先して支払われる1株当たりの配当金(以下「Ａ種優先配当金」という。)

の額は、2005年3月31日に終了する事業年度まで無配とする。 

2005年4月1日に開始する事業年度以降は、1株当たり、Ａ種類株式の発行価額にそれぞれの事業年度ごとに

下記ロ.に定める年率(以下「Ａ種配当年率」という。)を乗じて算出した額を支払う。 

但し、計算結果が50円を超える場合は、Ａ種優先配当金は50円とする。 

          ロ．Ａ種配当年率は、2005年4月1日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度について、下記算式によ 

      り計算される年率とする。 

       Ａ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ(６か月物)＋1.25％ 

       Ａ種配当年率は、％位未満小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。 

      ・年率修正日とは、2006年4月1日以降の毎年4月1日とする。 

      ・日本円ＴＩＢＯＲ(６か月物)とは、2005年4月1日又は各年率修正日(当日が銀行休業日の場合は直前営業 

      日)及びその直後の10月1日(当日が銀行休業日の場合は直前営業日)の2時点(以下それぞれ「Ａ種優先配当 

      決定基準日」という。)において、午前11時における日本円６か月物ＴＩＢＯＲとして全国銀行協会によっ 

      て公表される数値の平均値を指すものとする。Ａ種優先配当決定基準日において日本円ＴＩＢＯＲ(６か月 

      物)が公表されていない場合は、同日(当日がロンドンにおける銀行休業日の場合は直前営業日)ロンドン時 

      間午前11時におけるユーロ円ＬＩＢＯＲ６か月物（360日ベース)として英国銀行協会(ＢＢＡ)によって公 

      表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを日本円ＴＩＢＯＲ(６か月物)に代えて用いるもの 

      とする。 

種        類 発行可能株式総数（株） 

普  通  株  式 1,824,868,500 

優先株式Ａ種類株式 30,000,000 

優先株式Ｂ種類株式 30,000,000 

後配株式Ｃ種類株式 115,131,500 

計 2,000,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 
(平成18年９月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成18年12月27日) 

上場証券取引所 内容 

普  通  株  式 51,283,557 166,415,057 非上場・非登録 （注）1、2 

優先株式 
Ａ種類株式 30,000,000 30,000,000       非上場・非登録 （注）4 

Ｂ種類株式 30,000,000 30,000,000 非上場・非登録 （注）5 

後配株式 Ｃ種類株式 115,131,500       － 非上場・非登録 （注）3、6 

計 226,415,057 226,415,057 － － 



     ②優先中間配当金 

      当社は定款に定める基準日現在の株主に対し、剰余金の配当を行う場合において、Ａ種類株式を有する株主 

     以下「Ａ種類株主」という。)及びＡ種類株式の登録株式質権者(以下「Ａ種類登録株式質権者」という。)に 

     対しては、剰余金の配当を行わない。 

     ③非累積条項 

ある事業年度においてＡ種類株主及びＡ種類登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当金額がＡ種優先配

当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。 

④非参加条項 

Ａ種類株主及びＡ種類登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて配当は行わない。但し、当社が

行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第8号ロ若しくは同法第760条第7号ロに規定される剰余金の

配当又は当社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第1項第8号ロに

規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。 

(2)残余財産の分配 

①当社は、残余財産を分配するときは、Ａ種類株主及びＡ種類登録株式質権者に対し、普通株式を有する株主

(以下「普通株主」という。)及び普通株式の登録株式質権者(以下「普通登録株式質権者」という。)並びに

Ｃ種類株式を有する株主(以下「Ｃ種類株主」という。)及びＣ種類株式の登録株式質権者（以下「Ｃ種類登

録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種類株式1株につき500円(以下「Ａ種優先残余財産分配金」とい

う。)を支払う。 

②Ａ種類株主及びＡ種類登録株式質権者に対しては、Ａ種優先残余財産分配金のほか、残余財産の分配は行わ

ない。 

(3)議決権 

Ａ種類株主は株主総会において議決権を有しない。 

(4)金銭を対価とする取得請求権 

①Ａ種類株主及びＡ種類登録株式質権者は、2008年から2021年までの毎年7月1日から7月31日までの期間(以下

「Ａ種償還請求可能期間」という。)において、当社の毎年6月末日現在における会社法第461条第2項に規定

する分配可能額と会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第64条の規定による改正前（明治32年

法律第48号）の商法第211条ノ3第3項に規定する取締役会決議による自己株式買受の取得限度額と同等の計算

方法により算定された金額のいずれもが30億円を超えている場合、当該各超過額のいずれか低い金額の50％

を限度として、Ａ種類株式の全部又は一部について、金銭を対価とする種類株式の取得の請求（以下「償還

請求」という。）をすることができ、当社はＡ種償還請求可能期間満了の日から１か月以内に定款の定めに

従い、当該請求を受けたＡ種類株式の取得と引換えに金銭の交付手続を行うものとする。 

②前号の限度額を超えてＡ種類株主及びＡ種類登録株式質権者からの償還請求があった場合、取得の順位は、

Ａ種償還請求可能期間経過後において実施する抽選その他の方法により決定する。 

③当社は、Ａ種類株主及びＡ種類登録株式質権者に対し、取得の対価として、払込金額相当額を支払うものと

する。 

(5)普通株式を対価とする取得請求権 

①転換条件及び転換請求期間 

Ａ種類株主は、2011年4月1日から2022年3月31日までの間(以下「Ａ種転換請求期間」という。)、以下に定

める条件でＡ種類株式について、普通株式の交付を受けるのと引換えに種類株式を取得することの請求（以

下「転換請求」という。）をすることができる。本項における「時価」とは、転換価額の算定の基準となる

日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎

日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除いた平均値とする。円位未満小数第2位まで算出

し、その小数第2位を四捨五入する。)とする。但し、当社の普通株式が転換価額の算定の基準となる日に先

立って株式会社東京証券取引所において上場廃止された場合には、当社の普通株式の上場廃止の日に先立つ

45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気

配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除いた平均値とする。円位未満小数第2位まで算出し、その小数第

2位を四捨五入する。)をもって、当社の時価とみなす。 



イ. 当初転換価額 

当初転換価額は、Ａ種類株式の発行日から60取引日が経過した日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の

株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終

値のない日を除いた平均値とする。円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。)とす

る。 

ロ. 転換価額の修正 

転換価額は、2012年4月1日以降2021年4月1日までの毎年4月1日(以下それぞれ「Ａ種転換価額修正日」とい

う。)における時価に修正されるものとし、転換価額は当該Ａ種転換価額修正日以降翌年のＡ種転換価額修

正日の前日(又はＡ種転換請求期間の終了日)までの間、当該時価に修正されるものとする。 

 但し、当該時価が当初転換価額の60％(以下「Ａ種下限転換価額」という。)を下回るときは、修正後転

換価額はＡ種下限転換価額とする。また、当該時価が当初転換価額の150％(以下「Ａ種上限転換価額」と

いう。)を上回るときは、修正後転換価額はＡ種上限転換価額とする。また、転換価額が下記ハ.により調

整された場合には、Ａ種上限転換価額及びＡ種下限転換価額についても同様の調整を行うものとする。 

ハ. 転換価額の調整 

 a. Ａ種類株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、転換価額は下記算式(以下「転換価額調整式」と

いう。)により計算される転換価額に調整される。調整後転換価額は円位未満小数第2位まで算出し、その

小数第2位を四捨五入する。  

ⅰ転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を新たに発行し又は当社の有する当社

の普通株式を処分する場合(但し、下記ⅱ乃至ⅳの場合を除く。) 

調整後転換価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には、出資の履行をした日。無償割当ての場合には

効力発生日。以下同じ。）の翌日以降、又は募集のための基準日がある場合はその翌日以降、これを適用

する。なお、無償割当ての場合には、１株当たりの払込金額は０円とする。 

ⅱ株式の分割により普通株式を発行する場合 

 調整後転換価額は、株式の分割に係る基準日の翌日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少し

て資本金の額を増加させることを条件として株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議をす

る場合において、当該剰余金処分による資本金の増加を決議する株主総会の終結の日以前の日を株式の分

割に係る基準日とするときは、調整後転換価額は、当該剰余金処分による資本金の増加の決議をした株主

総会の集結の日の翌日以降、これを適用する。 

 なお、上記但書において株式の分割に係る基準日の翌日から当該剰余金処分による資本金の増加の決議

をした株主総会の終結の日までに当社によるＡ種類株式の取得と引換えに普通株式の交付を受けた者に対

しては、次の算出方式により、当社の普通株式を新たに発行する。この場合に、1株未満の端数を生じたと

きはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

       新規発行又は処分  １株当たりの  

     既 発 行   ×  

調整後  調整前   ＋ 普通株式数  払込金額 

  ＝  × 普通株式数     

転換価額  転換価額    １株当たりの時価 

     既発行普通株式数＋新規発行 又は処分普通株式数 

   （調整前転換価額－ × 調整前転換価額をもってＡ種類株式の

株式数 ＝ 調整後転換価額）   取得により当該期間内に交付された株式数 

      調整後転換価額 



ⅲ取得条項付株式若しくは取得請求権付株式であって、当社による取得と引換えに、転換価額調整式に使用

する時価を下回る価額をもって当社の普通株式を交付するものを発行又は処分する場合 

 調整後転換価額は、かかる株式の払込期日に、又は募集のための基準日がある場合はその日に、発行又

は処分される株式全てが普通株式の交付と引換えに当社により取得されたものとみなし、その払込期日の

翌日以降、又は基準日がある場合はその翌日以降、これを適用する。但し、当該発行又は処分される株式

の転換価額がその払込期日又は基準日において確定しない場合、調整後転換価額は、転換価額が決定され

る日に、発行若しくは処分される株式の全てが普通株式の交付と引換えに当社により取得されたものとみ

なし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。 

ⅳ新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。以下同じ。)の行使により発行される普通株式1株当

たりの新株予約権の払込金額及び新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額の合計金額(以下「新株予

約権の行使により発行される普通株式1株当たりの払込金額という。)が転換価額調整式に使用する時価を

下回ることとなる新株予約権を発行する場合（無償割当ての場合を含む。） 

 調整後転換価額は、かかる新株予約権の発行日（無償割当ての場合には効力発生日。以下同じ。）に、

又は基準日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが行使されたものとみなし、その発行日の

翌日以降、又は基準日の翌日以降これを適用する。但し、新株予約権の行使に際して払込をなすべき1株当

たりの価額がその発行日又は基準日において確定しない場合、調整後転換価額は、新株予約権の行使価額

が決定される日に、発行される全ての新株予約権の行使がなされたものとみなし、当該価額決定日の翌日

以降にこれを適用する。 

b．上記a.ⅰ乃至ⅳに掲げる場合のほか、次に掲げる場合には、取締役会が適当と判断する転換価額の調整を

行うものとする。 

ⅰ合併、株式交換、株式移転、会社分割、又は普通株式の併合その他当社普通株式数の変更又は変更の可能

性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要とする場合 

ⅱ転換価額を調整すべき事由が二以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後転換価額の算出に当たり

使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要がある場合 

c．転換価額調整式で使用する「1株当たりの時価」とは、調整後転換価額を適用する日(但し、上記a.ⅱ但書

の場合には基準日とする。)における時価とする。 

d．転換価額調整式で使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換価額と

する。 

e. 転換価額調整式で使用する「1株当たりの払込金額」とは、それぞれ以下のとおりとする。 

ⅰ上記a.ⅰの転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を新たに発行し又は当社の

有する当社の普通株式を処分する場合(但し、上記a.ⅱ乃至ⅳの場合を除く。)には、当該払込金額(金銭以

外の財産による払込の場合にはその適正な評価額) 

ⅱ上記a.ⅱの株式の分割により普通株式を発行する場合には、0円 

ⅲ上記a.ⅲの取得条項付株式又は取得請求権付株式であって、当社による取得と引換えに、転換価額調整式

に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式を交付するものを発行する場合には、当該転換価額 

ⅳ上記a.ⅳの新株予約権の行使により発行される普通株式の1株当たりの払込金額が転換価額調整式に使用す

る時価を下回ることとなる新株予約権を発行する場合には、当該１株当たりの払込金額 

f. 転換価額調整式で使用する「既発行普通株式数」とは、基準日がある場合は、その日における当社の発行

済普通株式数(但し、当該新規発行分は含まれない。)から、基準日がない場合は、調整後転換価額を適用

する日の1か月前の日における当社の発行済普通株式数(但し、当該新規発行分は含まれない。)から、当該

各日における当社の有する当社普通株式数を控除した数(但し、上記a.ⅱにおいて当社の有する当社普通株

式数にも株式の分割の効果を及ぼす場合には、かかる控除は行わないものとする。また、当社の有する当

社の普通株式を処分する場合には、処分前の数とする。)とする。 

g. 転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が1円未満にとどまるとき

は、転換価額の調整は行わない。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額を算

出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた

額を使用する。 



ニ. 取得により発行する普通株式数 

普通株式の交付と引換えにする当社によるＡ種類株式の取得により発行すべき当社の普通株式数は、次の

とおりとする。但し、次の計算式により算出した取得により発行すべき普通株式数がＡ種類株主が転換請

求のために提出したＡ種類株式の数の20倍を超える場合には、Ａ種類株主が転換請求のために提出したＡ

種類株式の数の20倍に相当する数とみなす 。発行すべき株式数の算出に当たって1株未満の端数が生じた

ときは、これを切り捨てる。 

(6)一斉転換 

①当社は、2022年4月1日(以下本項において「Ａ種一斉転換日」という。)をもって、Ａ種類株式の株主に対

し、Ａ種類株式1株の払込金額相当額をＡ種一斉転換日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京

証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除

いた平均値とする。円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。以下「Ａ種一斉転換価

額」という。)で除して得られる数の普通株式の交付と引換えに、Ａ種類株式全部を取得する。但し、当社の

普通株式が株式会社東京証券取引所において上場廃止された後にＡ種一斉転換日が到来した場合には、当社

の普通株式の上場廃止の日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の

普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除いた平均値とする。円位未

満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。)をもって、当社のＡ種一斉転換価額とみなす。 

②前号の平均値がＡ種上限転換価額を上回るときは、当社がＡ種類株式全部の取得と引換えにＡ種類株式に交

付する普通株式の数は、Ａ種類株式の1株の払込金額相当額をＡ種上限転換価額で除して得られる数とする。

 また、前号の平均値がＡ種下限転換価額を下回るときは、当社がＡ種類株式全部の取得と引換えにＡ種類

株主に交付する普通株式の数は、Ａ種類株式の1株の払込金額相当額をＡ種下限転換価額で除して得られる数

とする。 

③前2号における普通株式数の算出に当たって1株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める端数

の処理の規定に従い、これを取扱う。 

④第1号及び第2号にかかわらず、同各号により算出した取得と引換えに発行すべき普通株式数が、Ａ種転換請

求期間中に転換請求のなかったＡ種類株式の数の20倍を超える場合には、Ａ種転換請求期間中に転換請求の

なかったＡ種類株式の数の20倍に相当する数とみなす 。 

(7)期中転換又は一斉転換があった場合の取扱い 

Ａ種類株式の転換請求又は一斉転換により発行された普通株式に対する最初の剰余金の配当の額の計算につ

いては、転換請求又は一斉転換が4月1日から9月30日までになされたときは4月1日に、10月1日から翌年の3月31

日までになされたときは10月1日に、それぞれ転換があったものとみなす。 

(8)優先順位 

①Ａ種優先配当金及びＢ種優先配当金(Ｂ種類株式発行要領(14)①において定義される。)の配当順位は同順位

とする。 

②Ａ種優先残余財産分配金及びＢ種優先残余財産分配金(Ｂ種類株式発行要領(15)①において定義される。)の

支払順位は同順位とする。 

(9)株式の併合又は分割、募集新株の割当てを受ける権利等 

①当社は、Ａ種類株式について株式の併合又は分割は行わない。 

②当社は、Ａ種類株主には募集株式の割当てを受ける権利の付与、株式無償割当て、募集新株予約権（新株予

約権付社債に付されるものを含む）の割当てを受ける権利の付与、新株予約権無償割当てを行わない。 

取得により発行  Ａ種類株主が転換請求のために   

すべき普通株式数 ＝ 提出したＡ種類株式の払込金額総額 ÷ 転換価額 



５.Ｂ種類株式の内容 

(1)優先株主配当金 

①優先配当金の額 

イ. Ｂ種類株式につき普通株式に優先して支払われる1株当たりの配当金(以下「Ｂ種優先配当金」という。)

の額は、2005年3月31日に終了する営業年度まで無配とする。2005年4月1日に開始する営業年度以降は、1

株当たり、Ｂ種類株式の発行価額にそれぞれの事業年度ごとに下記ロ.に定める年率(以下「Ｂ種配当年

率」という。)を乗じて算出した額を支払う。但し、計算結果が50円を超える場合は、Ｂ種優先配当金は50

円とする。 

ロ. Ｂ種配当年率は、2005年4月1日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度について、下記算式によ

り計算される年率とする。 

 Ｂ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ(６か月物)＋1.75％ 

 Ｂ種配当年率は、％位未満小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。 

· 年率修正日とは、2006年4月1日以降の毎年4月1日とする。 

· 日本円ＴＩＢＯＲ(６か月物)とは、2005年4月1日又は各年率修正日(当日が銀行休業日の場合は直前営業

日)及びその直後の10月1日(当日が銀行休業日の場合は直前営業日)の2時点(以下それぞれ「Ｂ種優先配当

決定基準日」という。)において、午前11時における日本円6か月物ＴＩＢＯＲとして全国銀行協会によっ

て公表される数値の平均値を指すものとする。Ｂ種優先配当決定基準日において日本円ＴＩＢＯＲ(６か月

物)が公表されていない場合は、同日(当日がロンドンにおける銀行休業日の場合は直前営業日)ロンドン時

間午前11時におけるユーロ円ＬＩＢＯＲ６か月物(360日ベース)として英国銀行協会(ＢＢＡ)によって公表

される数値又はこれに準ずるものと認められるものを日本円ＴＩＢＯＲ(６か月物)に代えて用いるものと

する。 

②優先中間配当金 

当社は定款に定める基準日現在の株主に対し、剰余金の配当を行う場合において、Ｂ種類株式を有する株主

(以下「Ｂ種類株主」という。)及びＢ種類株式の登録株式質権者(以下「Ｂ種類登録株式質権者」という。)

に対しては、剰余金の配当を行わない。 

③非累積条項 

ある事業年度においてＢ種類株主及びＢ種類登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＢ種優先配

当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。 

④非参加条項 

Ｂ種類株主及びＢ種類登録株式質権者に対しては、Ｂ種優先配当金を超えて配当は行わない。但し、当社が

行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第8号ロ若しくは同法第760条第7号ロに規定される剰余金の

配当又は当社が行う新設分割手続の中で行われる第763条第12号ロ若しくは同法律第765条第1項第8号ロに規

定される剰余金の配当についてはこの限りではない。 

(2)残余財産の分配 

①当社は、残余財産を分配するときは、Ｂ種類株主及びＢ種類株式登録質権者に対し、普通株主及び普通登録

株式質権者並びにＣ種類株主及びＣ種類登録株式質権者に先立ち、Ｂ種類株式1株につき500円(以下「Ｂ種優

先残余財産分配金」という。)を支払う。 

②Ｂ種類株主及びＢ種類登録株式質権者に対しては、Ｂ種優先残余財産分配金のほか、残余財産の分配は行わ

ない。 

(3)議決権 

Ｂ種類株主は株主総会において議決権を有しない。 

(4)金銭を対価とする取得請求権 

①Ｂ種類株主及びＢ種類登録株式質権者は、2008年から2024年までの毎年7月1日から7月31日まで、かつＡ種類

株式の普通株式の交付と引換えにする取得又は金銭を対価とする取得が全て完了した事業年度にかかる定時

株主総会終了後の期間(以下「Ｂ種償還請求可能期間」という。)において、当社の毎年6月末日現在における

会社法第461条第2項に規定する分配可能額と会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第64条の規

定による改正前の商法（明治32年法律第48号）第211条ノ3第3項に規定する取締役会決議による自己株式買受

の取得限度額と同等の計算方法により算定された金額のいずれもが30億円を超えている場合、当該各超過額

のいずれか低い金額の50％を限度として、Ｂ種類株式の全部又は一部の償還請求をすることができ、当社

は、Ｂ種償還請求可能期間満了の日から1か月以内に定款の定めに従い、当該請求を受けたＢ種類株式の取得

と引換えに金銭の交付手続きを行うものとする。 



②前号の限度額を超えてＢ種類株主及びＢ種類登録株式質権者からの償還請求があった場合、取得の順位は、

Ｂ種償還請求可能期間経過後において実施する抽選その他の方法により決定する。 

③当社は、Ｂ種類株主及びＢ種類登録株式質権者に対し、取得の対価として、払込金額相当額を支払うものと

する。 

(5)普通株式を対価とする取得請求権 

①転換条件及び転換請求期間 

Ｂ種類株主は、2014年4月1日以降でＡ種類株式の普通株式の交付と引換えにする取得又は金銭を対価とす

る取得が全て完了した日から2025年3月31日までの間(以下「Ｂ種転換請求期間」という。)、以下に定める条

件でＢ種類株式について、転換請求をすることができる。本項における「時価」とは、転換価額の算定の基

準となる日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通

取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除いた平均値とする。円位未満小数第2位ま

で算出し、その小数第2位を四捨五入する。)とする。但し、当社の普通株式が転換価額の算定の基準となる

日に先立って株式会社東京証券取引所において上場廃止された場合には、当社の普通株式の上場廃止の日に

先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の

終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除いた平均値とする。円位未満小数第2位まで算出し、そ

の小数第2位を四捨五入する。)をもって、当社の時価とみなす。 

イ. 当初転換価額 

当初転換価額は、Ｂ種類株式の発行日から60取引日が経過した日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の

株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終

値のない日を除いた平均値とする。円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。)とす

る。 

ロ. 転換価額の修正 

転換価額は、2015年4月1日以降2024年4月1日までの毎年4月1日(以下それぞれ「Ｂ種転換価額修正日」とい

う。)における時価に修正されるものとし、転換価額は当該Ｂ種転換価額修正日以降翌年のＢ種転換価額修

正日の前日(又はＢ種転換請求期間の終了日)までの間、当該時価に修正されるものとする。 

 但し、当該時価が当初転換価額の50％(以下「Ｂ種下限転換価額」という。)を下回るときは、修正後転

換価額はＢ種下限転換価額とする。また、当該時価が当初転換価額の120％(以下「Ｂ種上限転換価額」と

いう。)を上回るときは、修正後転換価額はＢ種上限転換価額とする。また、転換価額が下記ハ.により調

整された場合には、Ｂ種上限転換価額及びＢ種下限転換価額についても同様の調整を行うものとする。 

ハ. 転換価額の調整 

Ａ種類株式発行要領(19)①ハ.「転換価額の調整」の規定は、「Ａ種類株式」を「Ｂ種類株式」と読み替え

てＢ種類株式の転換価額の調整に準用する。 

ニ. 取得により発行する普通株式数 

Ａ種類株式発行要領(19)①ニ.「取得により発行する普通株式数」の規定は、「Ａ種類株式」を「Ｂ種類株

式」と、「Ａ種類株主」を「Ｂ種類株主」とそれぞれ読み替えて普通株式の取得と引換えにする当社によ

るＢ種類株式の取得により発行する普通株式の総数に準用する。 

(6)一斉転換 

①Ｂ種類株式は、2025年4月1日（以下本項において「Ｂ種一斉転換日」という。)をもって、Ｂ種類株式の株主

に対し、B種類株式1株の払込金額相当額をＢ種一斉転換日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社

東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日

を除いた平均値とする。円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。以下「Ｂ種一斉転

換価額」という。)で除して得られる数の普通株式の交付と引換えに、B種類株式を取得する。但し、当社の

普通株式が株式会社東京証券取引所において上場廃止された後にＢ種一斉転換日が到来した場合には、当社

の普通株式の上場廃止の日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の

普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除いた平均値とする。円位未

満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。)をもって、当社のＢ種一斉転換価額とみなす。 

②前号の平均値がＢ種上限転換価額を上回るときは、当社がＢ種類株式全部の取得と引換えにＢ種類株主に交

付する普通株式の数は、Ｂ種類株式の１株の払込金額相当額をＢ種上限転換価額で除し込て得られる数とす

る。また、前号の平均値がＢ種下限転換価額を下回るときは、当社がＢ種類株式全部の取得と引換えにＢ種

類株主に交付する普通株式の数は、Ｂ種類株式の１株の払込金額相当額をＢ種下限転換価額で除して得られ

る数とする。 



③前2号における普通株式数の算出に当たって1株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める端数

の処理の規定に従い、これを取扱う。 

④第1号及び第2号にかかわらず、同各号により算出した取得と引換えに発行すべき普通株式数が、Ｂ種転換請

求期間中に転換請求のなかったＢ種類株式の数の20倍を超える場合には、Ｂ種転換請求期間中に転換請求の

なかったＢ種類株式の数の20倍に相当する数とみなす。 

(7)株式の併合又は分割、募集新株の割当てを受ける権利等 

①当社は、Ｂ種類株式について株式の併合又は分割は行わない。 

②当社は、Ｂ種類株主には募集株式の割当てを受ける権利の付与、株式無償割当て、募集新株予約権(新株予約

権付社債に付されるものを含む)の割当てを受ける権利の付与、新株予約権無償割当てを行わない。 

(8)期中転換又は一斉転換があった場合の取扱い 

 Ｂ種類株式の転換請求又は一斉転換により発行された普通株式に対する最初の剰余金の配当の額の計算につ

いては、転換の請求又は一斉転換が4月1日から9月30日までになされたときは4月1日に、10月1日から翌年の3月

31日までになされたときは10月1日に、それぞれ転換があったものとみなす。 

(9)優先順位 

①Ａ種優先配当金及びＢ種優先配当金の配当順位は同順位とする。 

②Ａ種優先残余財産分配金及びＢ種優先残余財産分配金の支払順位は同順位とする。 

６.Ｃ種類株式の内容 

(1)剰余金の配当 

当社はＣ種類株主及びＣ種類登録株式質権者に対して剰余金の配当を行わない。 

(2)残余財産の分配 

①当社は、Ａ種優先残余財産分配金及びＢ種優先残余財産分配金の分配後、残余する財産があるときは、普通

株主及び普通登録株式質権者に対し、普通株式1株につき500円(Ｃ種類株式発行後、普通株式につき株式分割

又は併合があった場合は適切に調整される。)を分配する。 

②当社は、前号に基づく残余財産の分配後、残余する財産があるときは、普通株主及び普通登録株式質権者並

びにＣ種類株主及びＣ種類登録株式質権者に対し、同順位かつ平等の割合にて残余財産の分配を行う。 

(3)議決権 

Ｃ種類株主は株主総会において議決権を有する。 

(4)普通株式を対価とする取得請求権 

転換条件及び転換請求期間 

イ.Ｃ種類株主は、2006年10月1日以降いつでもＣ種類株式1株につき普通株式1株の割合(以下「転換比率」とい

う。)で転換請求することができる。 

ロ. 合併、株式交換、株式移転、会社分割、その他当社の発行済普通株式数が変更する事由が生じる場合、転

換比率は取締役会が適切と判断する比率に変更される。 

ハ. Ｃ種類株式の取得により発行すべき普通株式の数は、次のとおりとする。発行すべき普通株式数の算出に

当たって1株に満たない端数が生じたときは会社法第167条第3項に定める端数の処理の規定に従い、これを取

扱う。 

(5)株式の併合又は分割、募集新株の割当てを受ける権利等 

①当社は、Ｃ種類株式発行後、株式の併合又は分割を行うときは、普通株式及びＣ種類株式ごとに、同時に同

一の比率でこれを行う。 

②当社は、Ｃ種類株主には、募集株式の割当てを受ける権利の付与、株式無償割当て、募集新株予約権(新株予

約権付社債に付されるものを含む)の割当てを受ける権利の付与、新株予約権無償割当てを行わない。 

(6)期中転換があった場合の取扱い 

 Ｃ種類株式の転換請求により発行された普通株式に対する最初の利益配当金の計算については、転換請求が4

月1日から9月30日までになされたときは4月1日に、10月1日から翌年の3月31日までになされたときは10月1日

に、それぞれ転換があったものとみなす。 

取得により発行  Ｃ種類株主が転換請求のために   

すべき普通株式数 ＝ 提出したＣ種類株式数 × 転換比率 



(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(注) 過大資本の解消と欠損金の一掃のため、資本金を減額している。 

(4）【大株主の状況】 

 （注）1. 上記の「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」については、小数第三位以下を切り捨てて表示してい 

    る。 

    2. 前事業年度末では主要株主でなかったトリニティ・インベストメント株式会社は、当中間会計期間末現在で 

    は主要株主となっている。     

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金残高
（百万円） 

 平成18年9月30日 

（注）  
－ 226,415,057 △34,999 100 － 34,999 

① 普通株式  
 

平成18年9月30日現在

氏名又は名称   住     所 
所有株式数 
（千株）  

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)   

トリニティ・インベストメント株式会

社 
東京都港区海岸３丁目２０－２０ 21,824 42.55 

メロンエイチビーブイマスターグロー

バルイベントドリブンファンドエルピ

ー（常任代理人 弁護士 清原 健） 

東京都港区虎ノ門４丁目３－１ 

城山トラストタワー３０階 

アシャースト東京法律事務所内 

1,453 2.83 

エイチエスビーシープライベートバン

クスイスエスエーナッソーブランチク

ライアントプレッジドストックアカウ

ント（常任代理人 香港上海銀行東京

支店） 

C/O HSBC INVESTMENT BANK ASIA LIMITED 

LEVEL 14, 1 QUEEN'S ROAD CENTRAL 

HONG KONG 

 (東京都中央区日本橋３丁目１１－１) 

1,000 1.94 

シティバンクホンコンピービージーク

ライアントホンコン（常任代理人 シ

ティバンク・エヌ・エイ東京支店） 

45/F CITIBANK TOWER CITIBANK PLAZA, 3, 

GARDEN ROAD, CENTRAL HONG KONG 

 (東京都品川区東品川２丁目３－１４) 

944 1.84 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５－１ 900 1.75 

荻野 一彦 埼玉県加須市 238 0.46 

藺沼江 雅人 兵庫県神戸市東灘区 200 0.38 

橋本 豊 東京都千代田区 200 0.38 

田中 幸夫 神奈川県横浜市港南区 178 0.34 

井上 福蔵 広島県広島市中区 150 0.29 

計 － 27,087 52.82 



 ② 優先株式Ａ種類株式    
 

平成18年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合
（％） 

トリニティ・インベストメン

ト株式会社 
 東京都港区海岸３丁目２０－２０ 30,000 100.0 

計 － 30,000 100.0 

 ③ 優先株式Ｂ種類株式  
 

平成18年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合
（％） 

トリニティ・インベストメン

ト株式会社 
 東京都港区海岸３丁目２０－２０ 30,000 100.0 

計 － 30,000 100.0 

 ④ 後配株式Ｃ種類株式  
 

平成18年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合
（％） 

トリニティ・インベストメン

ト株式会社 
 東京都港区海岸３丁目２０－２０ 115,131 100.0 

計 － 115,131 100.0 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 (注）１．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,132,000株(議決権21,320個）含まれ

     ている。      

      ２．「１ 株式等の状況」の「(１)株式の総数等」の「②発行済株式数」の注記参照。 

      ３． 完全議決権株式であり、権利内容になんら限定のない当社における標準となる株式である。 

    ４．「単元未満株式」の欄の株式数には、当社所有の自己株式51株及び証券保管振替機構名義の株式29株が含ま  

      れる。  

  

②【自己株式等】 

 (注) １． この他、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式は1,100株（議決権11個） 

      である。なお、当該株式は①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の中に含まれ 

      ている。 

      ２． 「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」については、普通株式に係る発行済株式総数を分母として 

      計算している。 

  

 平成18年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 
 優先株式 

60,000,000 
－ (注)2 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

(自己保有株式) 

普通株式 

1,523,600 

－ (注)3 

完全議決権株式（その他） 

 普通株式 

48,795,900 

後配株式 

115,131,500 

487,959 

  

1,151,315 

(注)3 

  

(注)2 

単元未満株式 
普通株式 

964,057 
－ 

１単元(100株)未満の 

株式 

 (注)3,4 

発行済株式総数 226,415,057 － － 

総株主の議決権 － 1,639,274 － 

 平成18年9月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

(自己保有株式) 

カ ネ ボ ウ㈱ 

東京都港区海岸 

3－20－20 
1,523,600 － 1,523,600 2.97 

計 － 1,523,600 － 1,523,600 2.97 



２【株価の推移】 

    【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

    該当事項はない。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりである。 

(1)取締役の状況 

 ①退任取締役 

    該当事項はない。 

        

(2)執行役の状況 

 ①新任執行役 

    該当事項はない。 

  

 ②役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

   執行役 

鐘紡記念病院 

  理事会理事 

カネボウ・トリニ

ティ・ホール  

ディングス㈱ 

副社長執行役員 

   執行役 

鐘紡記念病院 

 理事会理事長 

カネボウ・トリニ

ティ・ホール  

ディングス㈱ 

副社長執行役員 

  石橋 康哉 平成18年6月30日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表並び

に当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について監査法人トーマツにより中間監査を受けてい

る。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年3月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２  23,907   9,984   14,807  

２．受取手形 
及び売掛金 ※５  24,573   2,190   19,175  

３．たな卸資産   12,496   36   7,116  

４．前払費用   610   1   339  

５．繰延税金資産   －   －   8,119  

６．短期貸付金   583   75   319  

７．未収入金   1,941   760   1,783  

８．その他   918   77   363  

９．貸倒引当金   △1,817   △2,045   △2,928  

流動資産合計   63,213 46.6  11,080 36.4  49,097 59.9 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物及び構築物 ※２ 11,631   1,460   6,403   

２．機械装置及び 
運搬具 ※２ 2,325   178   2,245   

３．器具及び備品 ※２ 1,717   335   1,251   

４．土地 ※２ 30,684   4,614   14,255   

５．建設仮勘定  215 46,573  0 6,589  45 24,201  

(2）無形固定資産  921 921  21 21  664 664  

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券 ※２ 19,154   1,008   2,048   

２．長期貸付金  169   42,547   51   

３．長期前払費用  224   0   20   

４．繰延税金資産  1,058   2   958   

５．長期未収入金  －   1,888   2,541   

６．その他 ※２ 10,956   3,971   6,117   

７．貸倒引当金  △6,496 25,066  △36,681 12,736  △3,713 8,026  

固定資産合計   72,561 53.4  19,347 63.6  32,892 40.1 

資産合計   135,774 100.0  30,428 100.0  81,989 100.0 

 



  
前中間連結会計期間末 

（平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年3月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比

（％） 金額（百万円） 構成比
（％） 金額（百万円） 構成比

（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金 ※５  24,347   759   15,312  

２．短期借入金 ※２  1,034   －   5,349  

３．未払金   1,999   242   1,045  

４．未払法人税等   227   6   83  

５．未払消費税等   －   1,680   1,034  

６．未払費用   7,318   388   5,673  

７．賞与引当金   877   19   726  

８．返品調整引当金   1,042   －   888  

９．構造改善費用引当金   21,647   3,096   6,791  

 10．繰延税金負債   39   －   －  

 11．営業外支払手形 ※５  －   2,196   2,401  

 12．その他   4,618   153   1,452  

流動負債合計   63,152 46.5  8,543 28.1  40,760 49.7 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２  42,891   －   －  

２．退職給付引当金   5,011   360   2,903  

３．土地再評価に係る
繰延税金負債   558   －   －  

４．繰延税金負債   229   －   37  

５．繰延営業譲渡益 ※６  －   22,594   －  

６．その他 ※２  3,709   136   484  

固定負債合計   52,401 38.6  23,091 75.9  3,425 4.2 

負債合計   115,553 85.1  31,635 104.0  44,185 53.9 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   35,099 25.8  － －  35,099 42.8 

Ⅱ 資本剰余金   34,999 25.8  － －  34,999 42.7 

Ⅲ 利益剰余金   △50,092 △36.9  － －  △32,095 △39.1 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※７  813 0.6  － －  － － 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金   210 0.1  － －  143 0.1 

Ⅵ 為替換算調整勘定   △472 △0.3  － －  － － 

Ⅶ 自己株式   △336 △0.2  － －  △344 △0.4 

資本合計   20,221 14.9  － －  37,804 46.1 

負債、少数株主持分 
及び資本合計   135,774 100.0  － －  81,989 100.0 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

１．資本金    － －  100 0.3  － － 

２．資本剰余金    － －  40,296 132.4  － － 

３．利益剰余金    － －  △41,065 △135.0  － － 

４．自己株式    － －  △537 △1.7  － － 

株主資本合計    － －  △1,207 △4.0  － － 

純資産合計    － －  △1,207 △4.0  － － 

負債純資産合計    － －  30,428 100.0  － － 

            



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比
（％） 金額（百万円） 百分比

（％） 

Ⅰ 売上高   85,930 100.0  6,506 100.0  139,422 100.0 

Ⅱ 売上原価   54,435 63.3  3,132 48.1  83,174 59.7 

売上総利益   31,494 36.7  3,373 51.9  56,248 40.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  30,851 36.0  4,023 61.9  56,309 40.3 

営業利益又は営業損失（△）   643 0.7  △649 △10.0  △61 0.0 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  152   0   164   

２．受取配当金  52   8   76   

３．為替差益  944   －   943   

４．債務保証料  －   125   －   

５．賃貸料  －   55   －   

６．その他  289 1,439 1.7 134 324 5.0 577 1,761 1.3 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  834   10   1,221   

２．持分法による投資損失  17   －   12   

３．退職給付引当金会計基準
変更時差異費用処理額  406   39   757   

４．病院損失金   －   84   －   

５．遊休資産管理費用  －   120   －   

６．訴訟関係費用  －   124   －   

７．その他  1,905 3,164 3.7 313 692 10.6 3,792 5,783 4.2 

経常損失   1,081 △1.3  1,017 △15.6  4,083 △2.9 

Ⅵ 特別利益           

１．コーポレート商標譲渡
益  －   －   12,500   

２．固定資産売却益 ※２ 2,166   2,552   4,203   

３．投資有価証券売却益  －   6   1,891   

４．出資金売却益  －   50   －   

５．営業譲渡益 ※３ 1,243   4,521   －   

６．貸倒引当金戻入益  160   67   1,867   

７．構造改善費用引当金戻
入益  11,777   979   13,454   

８．厚生年金基金解散益  －   －   969   

９．その他 ※４ 520 15,868 18.5 762 8,939 137.4 1,379 36,266 26.0

Ⅶ 特別損失           

１．営業譲渡損 ※５ －   －   2,775   

２．固定資産処分損 ※６ 1,531   142   2,320   

３．減損損失 ※７ 9,015   210   19,067   

４．投資有価証券売却損  －   －   93   

５．関係会社株式等売却損  2,304   －   3,753   

６．出資金評価損  375   －   375   

７．貸倒引当金繰入額  1,489   33,375   2,967   

８．子会社清算損  －   235   －   

９．特別退職金  117   110   704   

10．構造改善費用 ※８ 19,557   851   13,888   

11．営業譲渡関連費用 ※９ － 34,391 40.0 3,058 37,982 583.8 － 45,946 33.0 

           
税金等調整前中間（当
期）純損失   19,603 △22.8  30,060 △462.0  13,763 △9.9 

 



  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比
（％） 金額（百万円） 百分比

（％） 

法人税、住民税及び 
事業税  146   8   212   

過年度法人税等  △192   △533   △3,201   

法人税等調整額  341 295 0.3 9,138 8,613 132.4 △8,538 △11,527 △8.3 

少数株主利益   0 0.0  － －  0 0.0 

中間（当期）純損失   19,899 △23.1  38,673 △594.4  2,236 △1.6 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  

前中間連結会計期間 
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   24,999  24,999 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．増資による新株の発行  10,000 10,000 10,000 10,000

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
（期末）残高   34,999  34,999 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △29,857  △29,857 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．土地再評価差額金取崩に
伴う増加高  － － 811 811 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．中間（当期）純損失  19,899  2,236  

２．連結子会社減少に伴う 
減少高  －  478  

３．持分法適用会社減少に伴う
減少高  334  334  

４．土地再評価差額金取崩に伴
う減少高  1  －  

５．自己株式処分差損  0 20,235 0 3,049 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
（期末）残高   △50,092  △32,095 

      



④【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日） 

 （注）１．平成18年9月30日に過大資本の解消と欠損金一掃のため、資本の減少を行なった。 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年3月31日残高 

（百万円） 
35,099 34,999 △32,095 △344 37,660 143 143 37,804 

中間連結会計期間中の変動額         

資本金の額の減少（注）１ △34,999 5,296 29,703           

中間純損失（△）     △38,673   △38,673     △38,673 

自己株式の取得       △193 △193     △193 

自己株式の処分   △0   0 0     0 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

          △143 △143 △143 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△34,999 5,296 △8,970 △193 △38,867 △143 △143 △39,011 

平成18年9月30日残高 

（百万円） 
100 40,296 △41,065 △537 △1,207 － － △1,207 



⑤【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

  
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
  

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期） 
純損失  △19,603 △30,060 △13,763 

減価償却費  1,436 196 2,418 

減損損失  9,015 210 19,067 

貸倒引当金の増加額  318 32,895 515 

賞与引当金の増加額 
（△は減少額）  111 △139 △9 

退職給付引当金の増加額 
（△は減少額）  △2,838 232 △4,745 

その他引当金の増加額 
（△は減少額）  3,536 △2,273 △7,475 

受取利息及び配当金  △205 △9 △240 

支払利息  834 10 1,221 

為替差益  △842 － △844 

持分法による投資損失 
（△は利益）  17 △3 12 

投資有価証券売却損  － － 93 

投資有価証券売却益  － △6 △1,891 

関係会社株式等売却損  2,304 － 3,753 

出資金売却益  － △50 － 

出資金評価損  375 － 375 

固定資産売却益  △2,166 △2,552 △4,203 

固定資産処分損  1,531 142 2,320 

構造改善費用  9 － 1 

営業譲渡損（△は譲渡益）  △1,243 △4,521 2,775 

営業譲渡関連費用  － 3,058 － 

厚生年金基金解散益  － － △969 

コーポレート商標譲渡益  － － △12,500 

売上債権の減少額  9,823 3,973 12,954 

たな卸資産の減少額  2,718 38 3,638 

その他営業資産の減少額 
（△は増加額）  △231 △3,706 51 

仕入債務の減少額  △5,960 △4,537 △9,972 

その他営業負債の増加額 
（△は減少額）  △3,867 4,243 △7,352 

未払消費税等の増加額 
（△は減少額）  △19,494 917 △18,749 

その他  △4,694 84 △5,760 

小計  △29,113 △1,858 △39,279 

利息及び配当金の受取額  241 26 270 

利息の支払額  △972 △28 △1,336 

法人税等の支払額  △206 △52 △572 

法人税等の還付額  － 292 386 

営業活動による 
キャッシュ・フロー  △30,051 △1,620 △40,531 

 



  
前中間連結会計期間 

  
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
  

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出  － △4,612 － 

定期預金の払戻による収入  1,292 99 1,382 

固定資産取得による支出  △1,283 △225 △2,619 

固定資産売却に係る収入  16,400 1,436 24,169 

投資有価証券の取得による支出  △315 △0 △1,518 

投資有価証券の売却による収入  412 60 2,799 

連結の範囲の変更を伴う 
子会社株式等の売却による収入  10,975 － 10,527 

貸付による支出  △12 － △14 

貸付金の回収による収入  292 8 506 

その他の投資に係る支出  △533 △78 △1,038 

その他の投資の回収による収入  262 420 1,407 

営業譲渡による収入  6,843 1,362 10,640 

営業譲渡に伴う支出  － △2,296 － 

投資活動による 
キャッシュ・フロー  34,333 △3,826 46,241 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額  804 △3,695 33,257 

長期借入金の借入による収入  － － － 

長期借入金の返済による支出  △8,844 － △51,736 

株式の発行による収入  20,000 － 20,000 

自己株式の売却収入  0 0 0 

自己株式の取得支出  △25 △193 △33 

その他  △95 － △95 

財務活動による 
キャッシュ・フロー  11,839 △3,889 1,393 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額  140 － 148 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   16,261 △9,335 7,251 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  7,456 14,708 7,456 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高  23,718 5,372 14,708 

     



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

─────  当社グループは、平成18年5月1日付で中核

事業であるホームプロダクツ事業、薬品事業

及び食品事業の営業譲渡並びに株式譲渡を行

ったことから、当該事業の譲渡後において

は、収益の核となる事業が存在しない状況に

あります。 

 また主として、親会社であるトリニティ・

インベストメント株式会社に対する貸付金に

対して、現時点の親会社における返済資金の

手当ての状況等を検討した結果、貸倒引当金

を33,210百万円計上したことにより、38,673

百万円の中間純損失を計上し、当中間連結会

計期間末日において、1,207百万円の連結債

務超過の状況になりました。 

 当該状況により、当中間連結会計期間末日

において継続企業の前提に重要な疑義が存在

しております。 

 債務超過に関しては、親会社への貸付金に

対する上記貸倒引当金については当中間連結

会計期間末日時点での最大リスクを加味した

ものであるため、今後の親会社における返済

資金の手当ての状況等の変化に合わせて適宜

見直しを行うこと、及び営業譲渡等対価の入

金が行われていないために入金期日まで繰延

営業譲渡益勘定に計上されている営業譲渡益

相当額22,594百万円が入金期日の到来時点に

おいて利益計上されることにより、今後連結

債務超過は解消するものと考えております。 

 ただし、債務超過の解消とは別に当社グル

ープに残存する事業は、前連結会計年度末と

同様に当社子会社で事業運営を行っている食

品事業の一部、保有不動産の賃貸業他となり

ますが、今後も経営の効率化を進める一方

で、事業譲渡又は撤収の検討を行うことを予

定しております。 

 従いまして、中間連結財務諸表は、継続企

業を前提として作成されており、このような

重要な疑義の影響を反映しておりません。 

 当社グループは、重要な後発事象に記載の

とおり、平成18年5月1日付で中核事業である

ホームプロダクツ事業、薬品事業及び食品事

業の営業譲渡並びに株式譲渡を行ったことか

ら、当該事業の譲渡後においては、収益の核

となる事業が存在しない状況にあります。 

 当該状況により、当連結会計年度末日にお

いて継続企業の前提に重要な疑義が存在して

おります。 

 当社グループに残存する事業は、当社子会

社で事業運営を行っている食品事業の一部、

保有不動産の賃貸業他となりますが、今後も

経営の効率化を進める一方で、事業譲渡又は

撤収の検討を行うことを予定しております。 

 従いまして、連結財務諸表は、継続企業を

前提として作成されており、このような重要

な疑義の影響を反映しておりません。 



（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

項  目 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数20社 

 主要な連結子会社はカネボウホ

ームプロダクツ販売㈱、カネボウ

薬品㈱、カネボウフーズ㈱、カネ

ボウ・サン ディジェーム㈱、カ

ネボウ合繊㈱、カネボウ不動産

㈱、カネボウ興産㈱である。 

(1）連結子会社の数6社 

 主要な連結子会社はカネボウ興

産㈱、甲府ベルフーズ㈱である。 

(1）連結子会社の数13社 

 主要な連結子会社は「第１企業

の概況 ４．関係会社の状況」に

記載しているため、省略した。 

 （連結子会社の異動） 

①会社を清算したことによる減少

2社 

 カネボウベルタッチ㈱ 

 カネボウ化成㈱ 

②株式を売却したことによる減少

7社 

㈱ショップエンドショップス 

㈱エルビー（埼玉） 

㈱エルビー（名古屋） 

カネボウレインボーハット㈱ 

カネボウ繊維㈱ 

カネボウビジョンシステム㈱ 

カネボウブラジルS.A. 

③営業譲渡に伴う減少1社 

ＫＢインテックス㈱ 

（連結子会社の異動） 

①会社を清算したことによる減少

1社 

 ケーエスコーヨー㈱ 

②営業譲渡に伴う減少4社 

カネボウホームプロダクツ販売

㈱ 

東京レーヌ㈱ 

カネボウ薬品㈱ 

㈱カネボウIKSM研究所 

③株式譲渡に伴う減少2社 

カネボウフーズ㈱ 

カネボウフーズ販売㈱ 

 （連結子会社の異動） 

①会社を清算したことによる減少

4社 

カネボウ化成㈱ 

カネボウベルタッチ㈱ 

カネボウ化粧品南関東販売㈱ 

カネボウマレーシアスピニング

ミルズ.SDN.BHD. 

 ②営業譲渡及び株式を売却した

ことによる減少13社 

カネボウ繊維㈱ 

カネボウブラジルS.A. 

カネボウストッキング㈱ 

KBインテックス㈱ 

㈱ショップエンドショップス 

㈱エルビー（名古屋） 

㈱エルビー（埼玉） 

カネボウレインボーハット㈱ 

カネボウビジョンシステム㈱ 

カネボウ菊池電子㈱ 

カネボウ不動産㈱ 

カネボウホリデイ㈱ 

カネボウ物流㈱ 

    
 (2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社は、コリス

㈱である。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

同    左 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社は、コリス

㈱である。 

 (3）非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いず

れも中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため連結の範

囲から除外した。 

(3）非連結子会社は、小規模会社

であり、合計の総資産、売上高、

中間純損益及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、または一時所有

のため連結の範囲から除外した。 

(3）非連結子会社はいずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため連結の範囲から

除外した。 

    

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社数

１社 

 カネボウ防府殖産㈱である。 

  

 （持分法適用非連結子会社の異

動） 

 清算に伴う減少３社 

カミンPTY.LTD. 

ラクランインダストリーズPTY．

LTD 

カネボウU.S.A.INC． 

(1）持分法適用の非連結子会社は

ない。 

(1）持分法適用の非連結子会社は

ない。 

 （持分法適用非連結子会社の異

動） 

 清算に伴う減少４社 

カネボウ防府殖産㈱ 

カミンPTY.LTD. 

ラクランインダストリーズ

PTY.LTD. 

カネボウU.S.A.INC. 

 



項  目 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成18年３月31日） 

 (2）持分法適用の関連会社数１社 

 カネボウ石鹸製造㈱である。 

 （持分法適用関連会社の異動） 

 株式譲渡に伴う減少１社 

 ㈱ブレイニーワークス 

(2）持分法適用の関連会社はな

い。 

 （持分法適用関連会社の異動） 

 営業譲渡に伴う減少１社 

 カネボウ石鹸製造㈱ 

(2）持分法適用の関連会社数１社 

 カネボウ石鹸製造㈱である。 

 （持分法適用関連会社の異動） 

 株式譲渡に伴う減少１社 

 ㈱ブレイニーワークス 

 (3）持分法非適用会社について持

分法適用の範囲から除いた理由 

 持分法を適用していない非連結

子会社（コリス㈱他）及び関連会

社（鯖江合繊㈱他）は、それぞれ

中間連結純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外した。 

(3）持分法非適用会社について持

分法適用の範囲から除いた理由 

 持分法を適用していない非連結

子会社（コリス㈱他）及び関連会

社（ベルエイシー他）は、それぞ

れ中間連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないた

め、または一時所有のため持分法

の適用範囲から除外した。 

(3）持分法非適用会社について持

分法適用の範囲から除いた理由 

 持分法を適用していない非連結

子会社（コリス㈱他）及び関連会

社（ベルエイシー他）は、それぞ

れ連結純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外した。 

 (4）持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異なる

会社については、各社の中間会計

期間に係る中間財務諸表を使用し

ている。 

(4）      ――――― (4）      ――――― 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち、㈱アンドモ

ア（中間決算日は6月30日）は9月

30日をもって中間決算に準ずる仮

決算を行っている。 

 連結子会社のうち、カネボウマ

レーシアスピニングミルズSDN.BH

D.の中間決算日は6月30日であ

り、中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、同日現在の中間財務諸

表を使用し、中間連結決算日まで

に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っている。 

 連結子会社のうち、㈱アンドモ

ア（中間決算日は6月30日）は9月

30日をもって中間決算に準ずる仮

決算を行っている。 

 連結子会社のうち、㈱アンドモ

ア（決算日は12月31日）は3月31

日をもって正規の決算に準ずる仮

決算を行っている。 

 連結子会社のうち、カネボウマ

レーシアスピニングミルズSDN.BH

D.の決算日は12月31日であり、連

結財務諸表の作成にあたっては同

日現在の財務諸表を使用し、連結

決算日までに生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行

っている。 

    

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

有価証券… 

① 満期保有目的債券 

償却原価法 

（定額法） 

② 子会社株式及び関連会社株式 

（持分法適用会社を除く） 

総平均法による原価法 

③ その他有価証券 

Ａ．時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は

主として総平均法により算定して

いる） 

Ｂ．時価のないもの 

主として総平均法による原価法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

有価証券… 

①        ――――― 

 

  

② 子会社株式及び関連会社株式 

（持分法適用会社を除く） 

同    左  

③ その他有価証券 

Ａ．時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は主として総平均法により算定し

ている） 

Ｂ．時価のないもの 

同    左  

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

有価証券… 

① 満期保有目的債券 

償却原価法 

（定額法） 

② 子会社株式及び関連会社株式 

（持分法適用会社を除く） 

総平均法による原価法 

③ その他有価証券 

Ａ．時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は主として

総平均法により算定している） 

  

Ｂ．時価のないもの 

主として総平均法による原価法 

 デリバティブ… 

 時価法 

デリバティブ…

――――― 

デリバティブ… 

 時価法 

 たな卸資産… 

主として総平均法による原価法 

たな卸資産…

同    左 

たな卸資産… 

同    左 

 



項  目 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成18年３月31日） 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産… 

 主として定率法を採用している

が、繊維事業（ファッション部門

を除く）、及び食品事業について

は定額法を採用している。但し平

成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法を採用している。ま

た、在外連結子会社については主

として定額法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。 

建物及び構築物 3～50年

機械装置及び運搬具 4～15年

器具及び備品 3～15年

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産… 

 主として定率法を採用している

が、繊維事業（ファッション部門

を除く）、及び食品事業について

は定額法を採用している。但し平

成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。 

建物及び構築物 3～50年

機械装置及び運搬具 4～15年

器具及び備品 3～15年

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産… 

 主として定率法を採用している

が、繊維事業（ファッション部門

を除く）、及び食品事業について

は定額法を採用している。但し平

成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法を採用している。ま

た、在外連結子会社については主

として定額法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。 

建物及び構築物 3～50年

機械装置及び運搬具 4～15年

器具及び備品 3～15年

 無形固定資産… 

 定額法を採用している。なお、

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用し

ている。 

無形固定資産…

同    左 

無形固定資産… 

同    左 

    
 (3）繰延資産の処理方法 

新株発行費… 

 当社は支出時に全額費用として

処理する方法を採用している。 

(3）繰延資産の処理方法 

新株発行費… 

――――――- 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

新株発行費… 

 当社は支出時に全額費用として

処理する方法を採用している。 

    
 (4）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金… 

 債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

いる。 

(4）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金… 

同    左 

(4）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金… 

同    左 

 
賞与引当金… 

 従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき当中間連結会計期間の負担

額を計上している。 

賞与引当金… 

同    左 

賞与引当金… 

 従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の支給見

込額に基づき当連結会計期間負担

額を計上している。 

 
返品調整引当金… 

 当中間連結会計期間末日後の返

品損失に備えるため、当中間連結

会計期間の売上高（一部の事業

部・連結子会社については当中間

連結会計期間末の売上債権）に対

して返品率を乗じるとともに再販

実績等を勘案し、今後発生が見込

まれる損失額を計上している。 

返品調整引当金… 

――――――- 

返品調整引当金… 

 当連結会計年度末日後の返品損

失に備えるため、当連結会計年度

の売上高（一部の事業部・連結子

会社については当連結会計年度末

の売上債権）に対して返品率を乗

じるとともに再販実績等を勘案

し、今後発生が見込まれる損失額

を計上している。 

 



項  目 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成18年３月31日） 

 退職給付引当金… 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上している。なお、会計

基準変更時差異については15年に

よる按分額を費用処理している。 

 また、数理計算上の差異につい

ては発生時の従業員の平均残存勤

務期間（10～14年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしている。 

 当社グループは、繊維事業等の

営業譲渡及び事業再構築による従

業員の転籍・退職に伴い、当該従

業員見合いの会計基準変更時差異

(30百万円)及び数理計算上の差異

(1,111百万円)を一括して費用処

理している。なお、当該費用処理

額は構造改善費用に含めて表示し

ている。 

退職給付引当金… 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上している。 

（追加情報） 

①事業再構築による大量の従業員

の転籍・退職に伴い、会計基準

変更時差異（1,285百万円）及

び数理計算上の差異（825百万

円）を一括して費用処理してい

る。なお、当該費用処理額は、

1,857百万円は営業譲渡関連費

用、252百万円は構造改善費用

に含めて表示している。 

②未認識の数理計算上の差異の費

用処理年数については、発生時

の従業員の平均残存勤務期間内

の一定年数(11年)により処理す

ることとしていたが、事業再編

に伴う大量退職が発生したこと

に伴い予定退職率が上昇したた

め、従業員の平均残存勤務期間

を見直した結果、未認識の数理

計算上の差異の費用処理年数を

当中間連結会計期間から従来の

11年から1年未満へ変更してい

る。この結果、従来の方法によ

った場合と比較して退職給付費

用が57百万円（63百万円は構造

改善費用、120百万円は販売費

及び一般管理費のマイナス）減

少し、営業利益及び経常利益が

それぞれ120百万円増加、税引

前中間連結純利益が57百万円増

加している。 

退職給付引当金… 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。なお、会

計基準変更時差異については15年

による按分額を費用処理してい

る。 

 また、数理計算上の差異につい

ては発生時の従業員の平均残存勤

務期間（10～14年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしている。 

 当社グループは、事業再構築に

よる従業員の転籍・退職に伴い、

当該従業員見合いの会計基準変更

時差異(1,077百万円)及び数理計

算上の差異(1,404百万円)を一括

して費用処理している。なお、当

該費用処理額は構造改善費用に含

めて表示している。 

<厚生年金基金の解散> 

当社及び連結子会社が加入してい

るカネボウ厚生年金基金が平成18

年2月22日付で厚生労働省より解

散の認可を受け、同日をもって解

散すると同時に厚生年金基金給付

の一部を退職一時金制度に移した

ため、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業会計基

準適用指針第1号）を適用した。

これにより、同厚生年金基金に係

る退職給付引当金を取崩し、厚生

年金基金解散益969百万円を計上

している。 

  ③また、従来、退職給付会計基準

変更時差異は15年で均等償却し

ていたが、退職給付会計基準の

適用初年度に在職した従業員の

大量退職等により退職給付会計

基準適用時における状況に大幅

な変化が生じたため、未認識会

計基準変更時差異を将来にわた

り期間按分するのは不合理であ

ると判断し、当期に残額を一括

償却383百万円（構造改善費

用）している。この結果、従来

の方法によった場合と比較して

営業利益及び経常利益が10百万

円増加し、税引前中間連結純利

益が372百万円減少している。 

 

 



項  目 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成18年３月31日） 

  ④さらに、当社グループは従来、

原則法による計算方法によって

算定した退職給付債務及び年金

資産の額に基づき退職給付引当

金を計上していたが、上記事業

再編による従業員数の大幅な減

少等により、高い信頼性をもっ

て数理計算上の見積もりを実施

することが困難となったことか

ら、当中間連結会計年度より簡

便法によって退職給付引当金を

計上する計算方法に変更した。

この結果、従来の方法によった

場合と比較して営業利益、経常

利益及び税引前中間連結純利益

がそれぞれ73百万円増加してい

る。 

 

 
構造改善費用引当金… 

 事業の抜本的な構造改善に伴う

損失に備えるため、今後見込まれ

る事業撤収等に係る費用の見積額

を計上している。 

構造改善費用引当金… 

同    左  

構造改善費用引当金… 

同    左  

    
 (5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。なお、在外子会

社等の資産、負債、収益及び費用

は、当該会社の中間連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及び

資本の部における為替換算調整勘

定に含めている。 

(5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。 

(5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理してい

る。なお、在外子会社等の収益及

び費用は、当該会社の決算日の直

物為替相場により円貨に換算して

いる。 

    
 (6）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

(6）重要なリース取引の処理方法 

同    左 

(6）重要なリース取引の処理方法 

同    左 

    

 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっており、控

除対象外消費税及び地方消費税

は、当中間連結会計期間の費用と

して処理している。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の処理 

同    左 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっており、控

除対象外消費税及び地方消費税

は、当期の費用として処理してい

る。 

    

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなる。 

同    左  手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなる。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準) 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第5号 平成17年12月9日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8

号 平成17年12月9日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、△1,207百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成している。 

───── 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

（中間連結貸借対照表関係） 

 従来、流動負債に区分掲記していた「未払消費税等」については、

金額的重要性がなくなったため、流動負債の「未払金」に含めて表示

している。なお、当中間連結会計期間における当該金額は485百万円

である。 

（中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間末において「支払手形及び買掛金」に含めてい

た「営業外支払手形」は、負債及び純資産の合計額の100分の1以上に

なったため、当中間連結会計期間末から区分掲記することとした。な

お、前中間連結会計期間末における当該金額は814百万円である。 

（中間連結損益計算書関係） 

 前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」に含めて表示

していた「賃貸料」は営業外収益の100分の10以上になったため、当

中間連結会計期間から区分掲記することとした。なお、前中間連結会

計期間における当該金額は53百万円である。 

 前中間連結会計期間において営業外費用の「その他」に含めて表示

していた「病院損失金」は営業外費用の100分の10以上になったた

め、当中間連結会計期間から区分掲記することとした。なお、前中間

連結会計期間における当該金額は148百万円である。 

 前中間連結会計期間において営業外費用の「その他」に含めて表示

していた「遊休資産管理費用」は営業外費用の100分の10以上になっ

たため、当中間連結会計期間から区分掲記することとした。なお、前

中間連結会計期間における当該金額は39百万円である。  

 前中間連結会計期間において営業外費用の「その他」に含めて表示

していた「訴訟関係費用」は営業外費用の100分の10以上になったた

め、当中間連結会計期間から区分掲記することとした。なお、前中間

連結会計期間における当該金額は16百万円である。   



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 

（平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年9月30日） 

前連結会計年度末 

（平成18年3月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

78,573百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

2,248百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

21,811百万円である。 

   

※２．担保資産及び担保付債務 

財団抵当に供している資産 

※２      ───── ※２．担保資産及び担保付債務 

財団抵当に供している資産 

 (百万円)

建物及び構築物 3,684

機械装置及び運搬具 1,411

器具及び備品 128

土地 15,287

計 20,510

  (百万円)

建物及び構築物 3,107

機械装置及び運搬具 2,048

器具及び備品 164

土地 5,830

計 11,151

その他の担保に供している資産  その他の担保に供している資産 

 (百万円)

預金 120

建物及び構築物 6,337

機械装置及び運搬具 3

器具及び備品 1

土地 15,445

投資有価証券 15,242

投資その他の資産その他 866

計 38,019

 

 上記は、カネボウ・トリニティ・ホー

ルディングス㈱（平成18年4月12日付でト

リニティ・パートナーズ㈱から商号変

更）の長期借入金及び未払利息35,166百

万円の担保（有形固定資産は、極度額

25,000百万円の工場財団抵当権・根抵当

権を設定している）に供している。 

 (百万円)

預金 0

建物及び構築物 1,495

土地 4,918

計 6,413

担保付債務は次のとおりである。   

 (百万円) 

短期借入金 1,000 

（１年内返済の長期借入金を含む。） 

長期借入金 41,696 

その他の固定負債 1,600 

計 44,296 

  

 ３．保証債務 

 連結会社以外の借入金等に対する保証で

ある。 

 ３．保証債務 

 連結会社以外の借入金等に対する保証

である。 

 ３．保証債務 

 連結会社以外の借入金等に対する保証

である。 

 (1）          ―――――  (1）関係会社        (百万円)  (1）関係会社         (百万円) 

 カネボウ・トリニティ・ホ

ールディングス㈱ 

36,784

計 36,784

カネボウ・トリニティ・ホ

ールディングス㈱（平成18

年4月12日付でトリニティ・

パートナーズ㈱から商号変

更） 

35,166

計 35,166

 



前中間連結会計期間末 

（平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年9月30日） 

前連結会計年度末 

（平成18年3月31日） 

 (2）関係会社以外       (百万円)  (2）関係会社以外       (百万円)  (2）関係会社以外       (百万円) 

ブラジル中央銀行 279

計 279

㈱カネボウ化粧品 

他４件 

397

11

計 408

ブラジル中央銀行 

㈱カネボウ化粧品 

他４件 

291

648

21

計 960

   

 ４．受取手形割引高及び裏書譲渡高  ４      ─────  ４      ───── 

 (百万円)

受取手形割引高 2,425

受取手形裏書譲渡高 80

  

   

※５      ───── ※５．中間連結会計期間末日の満期手形の会

計処理については、手形交換日をもって

決済処理している。 

 なお、当中間連結会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の満期手

形が中間連結会計期間末日の残高に含ま

れている 

 (百万円)

受取手形 10

支払手形 426

営業外支払手形 465

※５      ───── 

   

※６      ───── ※６．繰延営業譲渡益 

 営業譲渡に係る営業譲渡益相当額に

ついて、譲渡対価の入金が行われてい

ないため、入金期日まで繰延営業譲渡

益勘定に計上したものである。なお、

当該金額は、入金期日到来時点で収益

計上することとなる。 

※６      ───── 

   

※７      ───── ※７      ───── ※７．土地再評価差額金 

   土地の再評価に関する法律（平成10年

３月31日公布法律第34号）に基づき、一

部の連結子会社において、事業用の土地

の再評価を行い、土地再評価差額金を資

本の部に計上していたが、前連結会計年

度から「固定資産の減損に係る会計基

準」及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」を適用し、減損損失を計

上したことに伴い当連結会計年度におい

て全額取崩している。 

・再評価の方法………  

 土地の再評価に関する法律施行令（平

成10年３月31日公布政令第119号）第２

条第５号に定める不動産鑑定士の鑑定価

格により算出 

・再評価を行った年月日…  

    平成12年３月31日 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年4月1日 

至 平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年4月1日 

至 平成18年9月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年4月1日 

至 平成18年3月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な

ものは次のとおりである。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な

ものは次のとおりである。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な

ものは次のとおりである。 

 (百万円)

販売手数料 1,229

販売助成費・促進費 7,684

物流費 3,737

広告宣伝費 2,819

賞与引当金繰入額 144

給料 4,912

貸倒引当金繰入額 138

退職給付費用 783

 (百万円)

販売手数料 10

販売助成費・促進費 929

物流費 373

広告宣伝費 467

賞与引当金繰入額 51

給料 558

貸倒引当金繰入額 44

退職給付費用 △132

 (百万円)

販売手数料 2,299

販売助成費・促進費 15,502

物流費 6,563

広告宣伝費 5,052

賞与引当金繰入額 100

給料 8,753

貸倒引当金繰入額 304

退職給付費用 1,391

   

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりで

ある。 

 (百万円)

建物及び構築物 1,127

機械装置及び運搬具 184

土地 555

無形固定資産 298

計 2,166

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりで

ある。 

 (百万円)

建物及び構築物 159

機械装置及び運搬具 2

器具及び備品 14

土地 1,426

無形固定資産 950

計 2,552

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりで

ある。 

 (百万円)

建物及び構築物 953

機械装置及び運搬具 284

器具及び備品 229

土地 2,473

無形固定資産 262

計 4,203

   

※３．営業譲渡益の内訳は次のとおりであ

る。 

 (百万円)

物流事業 1,243

※３．営業譲渡益の内訳は次のとおりであ

る。 

 (百万円)

ホームプロダクツ事業 1,099

薬品事業 3,284

食品事業 113

共通 23

計 4,521

※３      ───── 

   

※４．その他 

 主として、前期未払計上した外形標準課税

付加価値割額の取崩しによるものである。 

※４      ───── ※４      ───── 

   

※５      ───── ※５      ───── ※５．営業譲渡損の内訳は次のとおりであ

る。 

 (百万円)

ファッション関連事業 3,673

椎茸事業 1,478

ホテル事業 △1,115

物流事業  △1,261

計 2,775

 



前中間連結会計期間 

（自 平成17年4月1日 

至 平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年4月1日 

至 平成18年9月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年4月1日 

至 平成18年3月31日） 

※６．固定資産処分損の内訳は次のとおりで

ある。 

 (百万円)

売却損  

建物及び構築物 151

土地他 855

計 1,006

※６．固定資産処分損の内訳は次のとおりで

ある。 

 (百万円)

売却損  

器具及び備品 12

計 12

※６．固定資産処分損の内訳は次のとおりで

ある。 

 (百万円)

売却損  

建物及び構築物 180

機械装置及び運搬具 18

器具及び備品 8

土地他 1,270

計 1,478

 (百万円)

除却損  

建物及び構築物 33

機械装置及び運搬具 211

器具及び備品 10

無形固定資産他 268

計 524

 (百万円)

除却損  

建物及び構築物 128

器具及び備品 0

計 129

 (百万円)

除却損  

建物及び構築物 195

機械装置及び運搬具 215

器具及び備品 69

無形固定資産 361

計 842

   

※７．減損損失 

（資産をグルーピングした方法） 

 事業再生計画に基づき、事業用資産及び個

別の賃貸用資産、共用資産、遊休資産、売却

予定資産にグルーピングしている。 

 （減損損失に至った経緯） 

 事業再生計画において不採算事業からの撤

退、現状保有資産の見直し等を進めた結果、

売却予定資産への用途変更となった資産が生

じ、これらの資産グループを含め、一部の資

産グループの時価に著しい下落が見られたこ

とから、帳簿価格を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上している。 

※７．減損損失 

（資産をグルーピングした方法） 

 事業再生計画に基づき、事業用資産及び個

別の賃貸用資産、共用資産、遊休資産、売却

予定資産にグルーピングしている。 

 （減損損失に至った経緯） 

 事業再生計画において不採算事業からの撤

退、現状保有資産の見直し等を進めた結果、

売却予定資産への用途変更となった資産が生

じ、これらの資産グループを含め、一部の資

産グループの時価に著しい下落が見られたこ

とから、帳簿価格を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上している。 

※７．減損損失 

（資産をグルーピングした方法） 

 事業再生計画に基づき、事業用資産及び個

別の賃貸用資産、共用資産、遊休資産、売却

予定資産にグルーピングしている。 

 （減損損失に至った経緯） 

 事業再生計画において不採算事業からの撤

退、現状保有資産の見直し等を進めた結果、

売却予定資産への用途変更となった資産が生

じ、これらの資産グループを含め、一部の資

産グループの時価に著しい下落が見られたこ

とから、帳簿価格を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上している。 

 （減損損失を認識した資産グループと減損

損失計上額の固定資産の種類毎の内訳） 

グループ 用途 種類 

金額(百万円) 

売却予定資産 工場及び倉庫 

運営施設 

賃貸用資産 

福利厚生施設 

遊休資産 

土地・建物 

8,504 

その他 

447 

事業用資産 工場及び倉庫 土地・建物 

63 

 （減損損失を認識した資産グループと減損

損失計上額の固定資産の種類毎の内訳） 

グループ 用途 種類 

金額(百万円)

売却予定資産

遊休資産 

建物 

87

その他 

122

 （減損損失を認識した資産グループと減損

損失計上額の固定資産の種類毎の内訳） 

グループ 用途 種類 

金額(百万円)

売却予定資産

遊休資産 

運用施設 

土地・建物 

14,434

その他 

686

共用資産 運用施設 土地・建物 

3,912

器具・備品 

33

 



前中間連結会計期間 

（自 平成17年4月1日 

至 平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年4月1日 

至 平成18年9月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年4月1日 

至 平成18年3月31日） 

（回収可能価額の算定方法） 

 回収可能価額は、事業用資産及び賃貸用資

産については使用価値又は正味売却価額を適

用し、遊休資産、売却予定資産については正

味売却価額を適用している。なお、使用価値

については将来キャッシュ・フローを5%で割

り引いて算出しており、正味売却価額につい

ては不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価額

等を使用している。 

（回収可能価額の算定方法） 

 回収可能価額は、事業用資産及び賃貸用資

産については使用価値又は正味売却価額を適

用し、遊休資産、売却予定資産については正

味売却価額を適用している。なお、使用価値

については将来キャッシュ・フローを5%で割

り引いて算出しており、正味売却価額につい

ては不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価額

等を使用している。 

（回収可能価額の算定方法） 

 回収可能価額は、事業用資産及び賃貸用資

産については使用価値又は正味売却価額を適

用し、遊休資産、売却予定資産については正

味売却価額を適用している。なお、使用価値

については将来キャッシュ・フローを5％で

割り引いて算出しており、正味売却価額につ

いては不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価

額等を使用している。 

   

※８．構造改善費用のうち、主なものは次の

とおりである。 

※８．構造改善費用のうち、主なものは次の

とおりである。 

※８．構造改善費用の内訳は次のとおりであ

る。 

 (百万円)

（１）合繊事業 5,387

主なもの  

事業撤収費用 3,726

子会社撤収費用 1,023

工場操業短縮損 324

（２）天然繊維事業 1,721

主なもの  

退職給付費用 785

工場操業短縮損 239

棚卸資産処分損 229

事業撤収費用 192

（３）食品事業 2,441

主なもの  

椎茸事業撤収費用 2,044

（４）ファッション事業 6,125

主なもの  

事業撤収費用 4,254

子会社撤収費用 1,848

（５）上記以外の事業 3,881

共通部門 2,108

その他の事業 1,773

計 19,557

 (百万円)

（１）合繊事業 42

主なもの  

事業撤収費用 42

（２）ファッション事業 53

主なもの  

事業撤収費用 53

（３）上記以外の事業 756

共通部門 81

その他の事業 674

計 851

 (百万円)

（１）合繊事業 4,764

主なもの  

事業撤収費用 4,350

操業短縮損 324

  

（２）天然繊維事業 1,768

主なもの  

退職給付費用 785

事業撤収費用 248

工場操業短縮損 239

棚卸資産処分損 229

（３）ファッション事業 1,310

主なもの  

事業撤収費用 1,197

（４）食品事業 635

主なもの  

事業撤収費用 344

（５）上記以外の事業 5,409

共通部門 4,330

その他の事業 1,079

計 13,888

   

※９．      ───── ※９．営業譲渡関連費用 

 (百万円)

ホームプロダクツ事業 947

薬品事業 1,551

その他 559

計 3,058

※９．      ───── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１.普通株式の自己株式の株式数の増加1,196,513株は買取によるものであり、減少98株は単元未満株式売渡請求に

基づく売り渡しによるものである。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 51,283,557 － － 51,283,557 

優先株式Ａ種類株式 30,000,000 － － 30,000,000 

優先株式Ｂ種類株式 30,000,000 － － 30,000,000 

後配株式Ｃ種類株式 115,131,500 － － 115,131,500 

合計 226,415,057 － － 226,415,057 

自己株式     

普通株式 (注)１ 327,236 1,196,513 98 1,523,651 

合計 327,236 1,196,513 98 1,523,651 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目金額との関係 

（平成17年9月30日現在） （平成18年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 23,907

預入期間３ヶ月を超える 
定期預金 

△189

現金及び現金同等物 23,718

 （百万円）

現金及び預金勘定 9,984

預入期間３ヶ月を超える 
定期預金 

△4,612

現金及び現金同等物 5,372

 （百万円）

現金及び預金勘定 14,807

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△99

現金及び現金同等物 14,708



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び 
構築物 

2 1 1 

機械装置及
び運搬具 

1,391 816 574 

器具及び 
備品他 

4,037 2,304 1,732 

合 計 5,431 3,122 2,308 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

2 2 0 

器具及び 
備品他 

318 164 154 

合 計 321 166 155 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

建物及び構
築物 

2 1 1 

機械装置及
び運搬具 

707 228 478 

器具及び備
品他 

2,863 1,445 1,417 

合 計 3,573 1,676 1,896 

 なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高相当額が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してい

る。 

同    左  なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定している。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 

 (百万円)

841

１年超  1,467

合計  2,308

  

１年以内 

 (百万円)

49

１年超  105

合計  155

  

１年以内 

 (百万円)

626

１年超  1,270

合計  1,896

 なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高相

当額が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

同    左  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

  

支払リース料 

 (百万円)

556

減価償却費相当額  556

  

支払リース料 

 (百万円)

106

減価償却費相当額  106

  

支払リース料 

 (百万円)

895

減価償却費相当額  895

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成18年３月31日） 

２．転貸リース取引に係る注記 ――――― ――――― 

(1）未経過支払リース料中間期末残高相当額   

  

１年以内 

 (百万円)

757

１年超  952

合計  1,710

  

 なお、未経過支払リース料中間期末残高

相当額は、未経過支払リース料期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により

算定している。 

  

(2）未経過受取リース料中間期末残高相当額   

  

１年以内 

 (百万円)

757

１年超  958

合計  1,715

  

 なお、未経過受取リース料中間期末残高

相当額は、未経過受取リース料期末残高が

営業債権の中間期末残高等に占める割合が

低いため、「受取利子込み法」により算定

している。 

  



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

   該当事項はない。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式                         14,979百万円 

優先出資証券               1,000百万円 

（当中間連結会計期間） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

   該当事項はない。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

   該当事項はない。 

３．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式                               294百万円 

 

（平成17年9月30日現在） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 336 690 354 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合  計 336 690 354 



（前連結会計年度） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

   該当事項はない。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式                               681百万円 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成17年9月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（当中間連結会計期間末）（平成18年9月30日現在） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないので、該当事項はない。 

（前連結会計年度末）（平成18年3月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 

（平成18年3月31日現在） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 191 435 243 

(2）債券 － － － 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合  計 191 435 243 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金利 キャップ取引 2,000 0 △0 

 合計 2,000 0 △0 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金利 キャップ取引 2,000 0 △0 

 合計 2,000 0 △0 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日） 

前連結会計年度（自平成17年4月１日 至平成18年3月31日） 

 

ホ ー ム 

プロダクツ 

事 業 
（百万円） 

薬品事業 
（百万円） 

食品事業 
（百万円）

ファッション 

事  業 
（百万円）

繊維事業 
（百万円）

その他の
事 業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全 社 
（百万円） 

連 結 
（百万円）

売上高          

(1）外部顧客に対する 

売上高 18,712 8,887 17,436 9,364 20,785 10,743 85,930 － 85,930 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
44 － － 56 8 265 374 (374) － 

計 18,756 8,887 17,436 9,421 20,793 11,009 86,304 (374) 85,930 

 営 業 費 用 16,894 8,811 17,242 10,701 21,022 10,788 85,461 (174) 85,286 

営業利益及び損失 

（△は損失） 
1,862 76 193 △1,280 △228 220 843 (199) 643 

 

ホ ー ム 

プロダクツ 

事 業 
（百万円） 

薬品事業 
（百万円） 

食品事業 
（百万円）

ファッション 

事  業 
（百万円）

繊維事業 
（百万円）

その他の
事 業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全 社 
（百万円） 

連 結 
（百万円）

売上高          

(1）外部顧客に対する 

売上高 2,611 1,417 2,142 111 － 223 6,506 － 6,506 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
36 － － 4 － 3 44 (44) － 

計 2,648 1,417 2,142 115 － 226 6,550 (44) 6,506 

 営 業 費 用 2,452 1,400 2,558 345 132 309 7,200 (44) 7,156 

営業利益及び損失 

（△は損失） 
196 16 △416 △230 △132 △83 △649 (0) △649 

 

ホ ー ム 

プロダクツ 

事 業 
（百万円） 

薬品事業 
（百万円） 

食品事業 
（百万円）

ファッション 

事  業 
（百万円）

繊維事業 
（百万円）

その他の
事 業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全 社 

（百万円） 

連 結 
（百万円）

売上高          

(1）外部顧客に対する 

売上高 36,985 18,074 29,443 17,531 25,544 11,841 139,422 － 139,422 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
119 － 5 92 8 283 509 (509) － 

計 37,105 18,074 29,449 17,624 25,553 12,125 139,931 (509) 139,422 

 営 業 費 用 34,324 17,915 29,790 20,027 25,967 11,958 139,983 (499) 139,484 

営業利益及び損失 

（△は損失） 
2,780 159 △341 △2,403 △413 166 △52 (9) △61 



 （注）１．事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、ホームプロダクツ、薬品、食品、ファッション、繊維、その他の

事業に区分している。 

２．各事業の主な製品 

 ファッション事業のフィラ、ランバン及びその他の事業の電子関連については、前連結会計年度において営業譲渡または株

式譲渡を行っているため、当中間連結会計期間については含まれていない。また、繊維事業については、前連結会計年度まで

に譲渡をおこない撤収作業を進めている。 

３．営業費用の中の共通費は、前連結会計年度、前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間共に、全てセグメント別に配賦してい

る。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日）

及び前連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略して

いる。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日）

及び前連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日） 

 海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

(1） ホームプロダクツ事業 ─── 石鹸、トイレタリー品 

(2） 薬品事業 ───────── 医家向漢方薬、一般大衆薬 

(3） 食品事業 ───────── 菓子、冷菓、椎茸人工ホダ木 

(4） ファッション事業 ───── フィラ、ランバン他各種服飾品 

(5） 繊維事業 ───────── 綿・絹・ナイロン・ポリエステル、高分子材料 

(6） その他の事業 ─────── 電子関連、不動産、その他 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

△５８円８６銭      △１８９円２６銭       ４６ 円９８銭 

１株当たり中間純損失 １株当たり中間純損失 １株当たり当期純損失 

１５８円５５銭      ２３３円８０銭           １５円３５銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、１株当たり中間純損失が計上

されているため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、１株当たり中間純損失が計上

されているため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、１株当たり当期純損失が計上

されているため記載していない。 

(追加情報) 

 当社は、平成16年10月1日付で発行済株式

（普通株式）について10株を１株の割合で併

合している。 

 なお、当該株式併合が前期首に行われたと

仮定した場合の前中間連結会計期間における

１株当たり情報については、以下のとおりで

ある。 

  

１株当たり純資産額   

△４８円０５銭   

１株当たり中間純損失   

７，００１円０６銭   

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載していない。 

  

 
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純損失    

中間（当期）純損失（百万円） 19,899 38,673 2,236 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失（百万円） 19,899 38,673 2,236 

期中平均株式数（千株） 125,505 165,412 145,757 

（うち、普通株式） 51,016 50,280 51,002 

（うち、Ｃ種類株式） 74,489 115,131 94,754 



（重要な後発事象） 

  前中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日） 

（営業譲渡、株式譲渡及び基本合意） 

 当社グループは、事業再生計画に基づく事業ポートフォリオの再編を目的として、営業譲渡契約及び株式譲渡契約の締結並びに営業譲渡

の基本合意をしている。個々の内容は以下のとおりである。 

  １）営業譲渡契約 

  ２）株式譲渡契約 

 上記以外に、当社が保有するＫＢセーレン株式会社（セーレン株式会社51％、当社49％出資）株式は、セーレン株式会社が合弁契約に基

づきオプション権を行使したことから、平成17年10月14日に同社へ売却している。 

  ３）営業譲渡の基本合意 

  当中間連結会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日） 

（Ｃ種類株式に係わる取得請求権の行使） 

 当社の親会社であるトリニティ・インベストメント株式会社（以下、「ＴＩＣ」という）より、同社が保有する全てのＣ種類株式

（115,131,500株）について、普通株式を対価とする取得請求権の行使によるＣ種類株式の普通株式への転換請求がなされた。 

 これを受け、当社は平成18年10月30日付でＣ種類株式を取得し、対価としてＴＩＣに普通株式115,131,500株を発行した。なお、取得

したＣ種類株式は、同日付で全株消却した。（提出日現在の発行済株式の状況は、第４提出会社の状況 １株式等の状況を参照） 

契約会社名 相手方会社名 
譲渡対象及び事業規模 

（平成17年3月期売上高） 

契約締結日 

譲渡実行日 

当社 
株式会社キッドブルー（株式会社

カドリールニシダの子会社） 
インナー事業（20億円） 

平成17年10月20日    

平成17年11月 1日    

カネボウ興産株式会社 
ルートインジャパン株式会社 

大井プロパティ株式会社 
ホテル事業（11億円） 

平成17年11月16日    

平成17年11月30日    

当社、 

カネボウアグリテック株式会社 
和歌山県シイタケ企業組合 椎茸事業（58億円） 

平成17年11月21日    

平成17年12月31日(予定) 

譲渡する株式の会社名 相手方会社名 
譲渡対象会社の事業内容等 

（平成17年3月期売上高） 

契約締結日 

譲渡実行日 

カネボウ菊池電子株式会社 同社経営陣（ＭＢＯ） 半導体検査事業（17億円） 
平成17年10月 6日    

平成17年11月 1日    

カネボウ物流株式会社 是則運輸倉庫株式会社 保険事業（3億円） 
平成17年11月 9日    

平成18年 2月 1日(予定) 

カネボウストッキング株式会社 福助株式会社 
ストッキング、靴下の製造・販売 

(63億円) 

平成17年11月30日    

平成18年 1月31日(予定) 

カネボウ不動産株式会社 

カネボウホリデイ株式会社 
インタープラネット株式会社 不動産業(49億円) 

平成17年12月 2日    

平成18年 1月31日(予定) 

契約会社名 相手方会社名 
譲渡対象及び事業規模 

（平成17年3月期売上高） 

基本合意締結日 

譲渡実行予定日 

当社 
株式会社ライカ 

株式会社デサント 

カネボウ・サン ディジェーム株式

会社(当社100%出資)が営むランバン

ブランドのライセンス事業 

（42億円） 

平成17年12月14日      

平成18年 2月 1日(予定) 



  前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１．3事業（ホームプロダクツ・薬品・食品）の譲渡 

 当社は、経済産業省および厚生労働省より産業活力再生特別措置法の認定を受け、同法に定める簡易営業譲渡に関する特例措置によ

り、平成18年4月14日開催の取締役会において、ホームプロダクツ事業および薬品事業を当社スポンサーである3投資会社（アドバンテッ

ジパートナーズ有限責任事業組合、㈱ＭＫＳパートナーズ、ユニゾン・キャピタル㈱）が運営に携わるファンド（以下「ファンド」）等

が出資する2つの会社（カネボウホームプロダクツ㈱およびカネボウ製薬㈱）にそれぞれ営業譲渡することを決定し、同日付で契約を締

結の上、平成18年5月1日に実行いたしました。また当社は、カネボウフーズ株式会社の株式をファンド等に譲渡するとともに、コーポレ

ートスタッフ部門を、カネボウホームプロダクツ㈱、カネボウ製薬㈱およびカネボウフーズ㈱を統括・管理する会社カネボウ・トリニテ

ィ・ホールディングス㈱に譲渡することを平成18年4月14日開催の取締役会において決定し、同日付で契約を締結の上、平成18年5月1日

に実行いたしました。 

 譲渡する事業の概要ならびに譲渡先は以下のとおりです。 

 

１） ホームプロダクツ事業 

①譲渡先 カネボウホームプロダクツ株式会社（平成18年4月12日、「ユニゾン・マーズ株式会社」から商号変更） 

②事業内容 ボディソープ、シャンプー・コンディショナー、基礎化粧品など、生活に密着した日用品、化粧品の製造・販売 

③売上高 36,985百万円、総資産 12,746百万円（平成18年3月期） 

 なお、実質的な事業規模を示すため、連結ベースで記載しております。 

④譲渡対象 生産施設ならびに運転資本他、ホームプロダクツ事業の運営に必要な資産ならびに負債一式 

⑤営業譲渡価額 23,380百万円 

 

２） 薬品事業 

①譲渡先 カネボウ製薬株式会社（平成18年4月12日、「紀尾井町インベストメント株式会社」から商号変更） 

②事業内容 漢方薬を中心とした、医療用医薬品と一般用医薬品の製造・販売 

③売上高 18,074百万円、総資産 15,740百万円（平成18年3月期） 

 なお、実質的な事業規模を示すため、連結ベースで記載しております。 

④譲渡対象 生産施設ならびに運転資本他、薬品事業の運営に必要な資産ならびに負債一式 

⑤営業譲渡価額 12,010百万円 

３） 食品事業 

①譲渡先 「ファンド」およびカネボウ・トリニティ・ホールディングス㈱（平成18年4月12日、「トリニティ・パートナーズ株式会社」

から商号変更） 

②事業内容 菓子、新規食品、冷菓の3部門において、各分野で他メーカーにはない特色のある商品の開発・製造・販売 

③売上高 23,007百万円（平成18年3月期） 

 なお、実質的な事業規模を示すため、連結ベースで記載しております。ただし、下記「④譲渡対象」に限ります。 

④譲渡対象 カネボウフーズ株式、カネボウフーズ販売株式、食品事業知的財産権、カネボウフーズ向け貸付金  

⑤事業価値 8,010百万円 

 

 なお当社は、平成18年5月1日に実行された当該営業譲渡等の代金債権をトリニティ・インベストメント株式会社が免責的債務引受けし

たことに基づき、同社に対し42,546百万円の貸付金を有することとなっております。 

２．資本減少について 

 当社は、平成18年6月29日開催の定時株主総会において、資本の減少について承認を戴きました。 

 

１）資本減少の理由 

当社は企業体質改善のため、諸施策を遂行してまいりましたが、過大資本の解消と欠損金一掃のため、資本金を減額するものでありま

す。 

  

２）資本減少の内容 

①減少すべき資本の額 

当社の資本の額35,099,985,000円を34,999,985,000円減少させ、資本金は100,000,000円といたします。 

②資本の欠損の填補に充てる額 

資本減少額34,999,985,000円のうち、29,703,654,640円を資本の欠損の填補に充てさせていただきます。 

③資本減少の方法 

発行済株式総数の変更は行なわず、資本金の額のみ減少いたします。 

④取締役会決議日 

平成18年5月31日 

⑤株主総会決議日 

平成18年6月29日 

⑥債権者異議申述期日 

平成18年9月下旬（予定） 

⑦資本減少の効力発生日 

平成18年9月末（予定） 



３．担保の解除等について 

 当社及び子会社は、カネボウ・トリニティ・ホールディングス㈱の長期借入金及び未払利息の担保として、有形固定資産並びに預金を

担保提供しておりましたが、平成18年5月1日付の営業譲渡及び株式譲渡によって主たる担保資産が譲渡され、または担保提供会社が子会

社でなくなりました。また平成18年6月20日付で締結した「担保・保証の解除等に関する合意書」によって当社及び子会社に残存する担

保資産についても担保解除されました。 

(2）【その他】 

 該当事項はない。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

1.現金及び預金 ※２ 21,747   9,860   12,402   

2.受取手形   757   2   1,181   

3.売掛金  13,589   155   11,497   

4.たな卸資産  6,684   0   5,072   

5.短期貸付金  1   －   0   

6.関係会社 
短期貸付金  48,554   34,547   43,522   

7.未収入金  3,818   845   2,058   

8.その他  1,006   73   8,697   

9.貸倒引当金  △27,937   △32,766   △31,684   

流動資産合計   68,219 62.4  12,719 43.2  52,749 70.3 

Ⅱ 固定資産           

(1)有形固定資産 ※1,2          

1.建物  4,501   1,310   5,096   

2.機械及び装置  1,284   －   1,320   

3.土地  8,840   2,292   7,690   

4.その他  1,855   392   1,435   

計   16,481 15.1  3,995 13.5  15,541 20.7 

(2)無形固定資産    495 0.4  21 0.1  339 0.5 

(3)投資その他の資産           

1.投資有価証券  ※２ 15,767   298   518   

2.関係会社株式 ※２ 6,209   713   2,463   

3.長期貸付金  28   42,547   18   

4.前払年金費用   630   －   －   

5.その他   6,888   5,843   6,811   

6.関係会社投資損
失引当金 

  △800   －   －   

7.貸倒引当金  △4,560   △36,676   △3,461   

計   24,163 22.1  12,727 43.2  6,350 8.5 

固定資産合計   41,139 37.6  16,743 56.8  22,232 29.7 

資産合計   109,359 100.0  29,463 100.0  74,981 100.0 

 



  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

1.支払手形 ※５ 8,514   490   7,128   

2.買掛金  4,693   －   4,718   

3.短期借入金 ※２ 1,000   －   5,349   

4.未払金  792   247   493   

5.未払法人税等  108   3   35   

6.未払消費税等  －   1,678   668   

7.預り金  6,173   53   2,156   

8.賞与引当金  260   5   310   

9.返品調整引当金  598   －   564   

10.子会社支援損失 
引当金  6,403   913   3,874   

11.構造改善費用 
引当金  14,033   2,242   3,158   

12.営業外支払手形 ※５ －   2,193   2,248   

13.その他  4,377   306   2,267   

流動負債合計   46,955 42.9  8,135 27.6  32,974 44.0 

Ⅱ 固定負債           

1.長期借入金 ※２ 42,891   －   －   

2.退職給付引当金  75   197   927   

3.繰延営業譲渡益 ※６ －   22,594   －   

4.その他  1,194   16   135   

固定負債合計   44,161 40.4  22,808 77.4  1,062 1.4 

負債合計   91,116 83.3  30,943 105.0  34,036 45.4 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   35,099 32.1  － －  35,099 46.8 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  34,999   －   34,999   

資本剰余金合計   34,999 32.0  － －  34,999 46.7 

Ⅲ 利益剰余金           

1.利益準備金  802   －   802   

2.中間（当期）未
処理損失  52,447   －   29,703   

利益剰余金合計   △51,644 △47.2  － －  △28,900 △38.5 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   123 0.1  － －  90 0.1 

Ⅴ 自己株式   △336 △0.3  － －  △344 △0.5 

資本合計   18,242 16.7  － －  40,945 54.6 

負債・資本合計   109,359 100.0  － －  74,981 100.0 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   100 0.3   － － 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     34,999     －     

(2）その他資本剰余金   －     5,296     －     

資本剰余金合計     － －   40,296 136.8   － － 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   －     802     －     

(2）その他利益剰余金                     

繰越利益剰余金   －     △42,141     －     

利益剰余金合計     － －   △41,338 △140.3   － － 

４．自己株式     － －   △537 △1.8   － － 

株主資本合計     － －   △1,480 △5.0   － － 

純資産合計     － －   △1,480 △5.0   － － 

負債純資産合計     － －   29,463 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比
（％） 金額（百万円） 百分比

（％）

Ⅰ 売上高   26,553 100.0  2,767 100.0  51,553 100.0 

Ⅱ 売上原価   17,426 65.6  1,791 64.7  33,866 65.7 

売上総利益   9,127 34.4  976 35.3  17,687 34.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   12,734 48.0  1,569 56.7  23,473 45.5 

営業損失   3,606 △13.6  593 △21.4  5,786 △11.2 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息  936   262   1,400   

その他  90   277   206   

営業外収益計   1,026 3.9  539 19.5  1,607 3.1 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息  926   19   1,426   

その他  1,863   570   3,219   

営業外費用計   2,790 10.5  589 21.3  4,645 9.0 

経常損失   5,369 △20.2  643 △23.2  8,824 △17.1 

Ⅵ 特別利益           

関係会社貸付金利息   554   －   554   

営業譲渡益 ※１ －   12   －   

コーポレート商標譲
渡益   －   －   12,500   

固定資産売却益   298   995   1,863   

投資有価証券売却益   －   6   1,785   

関係会社株式売却益 ※２ 5,365   －   4,315   

貸倒引当金戻入益 ※３ 1,611   1,165   128   

債務免除益   －   －   2,291   

子会社支援損失引当
金戻入益   －   608   －   

構造改善費用引当金
戻入益   872   311   1,303   

関係会社清算益   －   －   153   

その他 ※４ 552   663   649   

特別利益計   9,255 34.8  3,763 136.0  25,546 49.6 

Ⅶ 特別損失           

固定資産売却損  70   0   160   

固定資産除却損  262   19   434   

減損損失 ※５ 242   210   540   

関係会社株式評価損 ※６ 1,474   －   3,590   

営業譲渡損 ※７ －   －   2,845   

貸倒引当金繰入額  －   33,233   4,786   

子会社清算損 ※８ 33   243   －   

子会社支援損失 
引当金繰入額   2,710   －   181   

特別退職金  111   110   247   

厚生年金基金解散損  －   －   476   

関係会社投資損失引
当金繰入額   800   －   －   

構造改善費用 ※９ 13,682   776   6,469   

営業譲渡関連費用 ※11 －   3,058   －   

特別損失計   19,388 73.0  37,651 1,360.5  19,734 38.3 

税引前中間（当期)純
損失   15,502 △58.4  34,530 △1,247.7 3,012 △5.8 

 



  

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 百分比

（％） 金額（百万円） 百分比
（％） 金額（百万円） 百分比

（％）

法人税、住民税及び
事業税  20   5   26   

過年度法人税等  △190   △533   △2,055   

法人税等調整額  256 86 0.3 8,138 7,610 275.0 △8,138 △10,167 △19.7 

当期純利益又は中間純
損失（△）   △15,588 △58.7  △42,141 △1,522.7 7,154 13.9 

前期繰越損失   36,858   －   36,858  

自己株式処分差損   0   －   0  

中間(当期)未処理損
失   52,447   －   29,703  



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．平成18年9月30日に過大資本の解消と欠損金一掃のため、資本の減少を行なった。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益
剰余金 

平成18年 3月 31日 残高 
（百万円） 

35,099 34,999 － 34,999 802 △29,703 △28,900 △344 40,854 

中間会計期間中の変動額          

資本金の額の減少（百万円） 
（注）１        

△34,999   5,296 5,296   29,703 29,703     

中間純損失（△）（百万円）           △42,141 △42,141   △42,141 

自己株式の取得（百万円）               △193 △193 

自己株式の処分（百万円）     △0 △0       0 0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 
（百万円） 

                  

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△34,999   5,296 5,296   △12,437 △12,437 △193 △42,334 

平成１８年９月30日 残高 
（百万円） 

100 34,999 5,296 40,296 802 △42,141 △41,338 △537 △1,480 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成 18年 3月31 日 残高 
（百万円） 

90 90 40,945 

中間会計期間中の変動額    

資本金の額の減少（百万円） 
（注）１      

      

中間純損失（△）（百万円）     △42,141 

自己株式の取得（百万円）     △193 

自己株式の処分（百万円）     0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 
（百万円） 

△90 △90 △90 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△90 △90 △42,425 

平成18 年 9月30 日 残高 
（百万円） 

－ － △1,480 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

─────  当社は、平成18年5月1日付で中核事業であ

るホームプロダクツ事業、薬品事業及び食品

事業の営業譲渡並びに株式譲渡を行ったこと

から、当該事業の譲渡後においては、収益の

核となる事業が存在しない状況にあります。

 また主として、親会社であるトリニティ・

インベストメント株式会社に対する貸付金に

対して、現時点の親会社における返済資金の

手当ての状況等を検討した結果、貸倒引当金

を33,210百万円計上したことにより、42,141

百万円の中間純損失を計上し、当中間会計期

間末日において、1,480百万円の債務超過の

状況になりました。 

 当該状況により、当中間会計期間末日にお

いて継続企業の前提に重要な疑義が存在して

おります。 

 債務超過に関しては、親会社への貸付金に

対する上記貸倒引当金については当中間会計

期間末日時点での最大リスクを加味したもの

であるため、今後の親会社における返済資金

の手当ての状況等の変化に合わせて適宜見直

しを行うこと、及び営業譲渡等対価の入金が

行われていないために入金期日まで繰延営業

譲渡益勘定に計上されている営業譲渡益相当

額22,594百万円が入金期日の到来時点におい

て利益計上されることにより、今後債務超過

は解消するものと考えております。 

 ただし、債務超過の解消とは別に当社に残

存する事業は、前事業年度末と同様に保有不

動産の賃貸業他となりますが、今後も経営の

効率化を進める一方で、事業譲渡又は撤収の

検討を行うことを予定しております。 

 従いまして、中間財務諸表は、継続企業を

前提として作成されており、このような重要

な疑義の影響を反映しておりません。 

 当社は、重要な後発事象に記載のとおり、

平成18年5月1日付で中核事業であるホームプ

ロダクツ事業、薬品事業及び食品事業の営業

譲渡並びに株式譲渡を行ったことから、当該

事業の譲渡後においては、収益の核となる事

業が存在しない状況にあります。 

 当該状況により、当事業年度末日において

継続企業の前提に重要な疑義が存在しており

ます。 

 当社に残存する事業は、保有不動産の賃貸

業他となりますが、今後も経営の効率化を進

める一方で、事業譲渡又は撤収の検討を行う

ことを予定しております。 

 従いまして、財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重要な疑義

の影響を反映しておりません。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

   

(1）有価証券 子会社株式及び関連会社株式 

…総平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は総平均法により算定してい

る。） 

子会社株式及び関連会社株式 

…同   左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産 

直入法により処理し、売却原価は 

移動平均法により算定） 

子会社株式及び関連会社株式 

…同  左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は総

平均法により算定している。） 

 時価のないもの 

…総平均法による原価法 

時価のないもの 

…同   左 

時価のないもの 

…同  左 

(2）デリバティブ 時価法 ――――――- 時価法 

(3）たな卸資産 製 品 総平均法による原価法 

原 料 総平均法による原価法 

仕掛品 総平均法による原価法 

貯蔵品 最終仕入原価法 

同    左 同    左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

   

(1）有形固定資産  定率法（共通資産（社宅等）に

ついては定額法）。但し、平成10

年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く。）について

は、定額法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。 

建物及び構築物   3～50年 

機械装置及び運搬具 4～15年 

工具器具及び備品  3～15年 

同    左 

  

  

  

  

  

同    左 

(2）無形固定資産  定額法。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用している。 

同    左 

  

同    左 

３．繰延資産の処理方法 

(1）新株発行費 

  

 支出時に全額費用として処理す

る方法を採用している。  

  

――――――- 

  

 支出時に全額費用として処理す

る方法を採用している。  

４．引当金の計上基準    

(1）貸倒引当金  債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

いる。 

同    左 同    左 

(2）賞与引当金  従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の支給見

込額に基づき当中間会計期間の負

担額を計上している。 

同    左 

  

    

  

同    左 

  

    

  

 



項  目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）返品調整引当金  当中間会計期間末日後の返品損

失に備えるため、当中間会計期間

の売上高(一部の事業部について

は当中間会計期間期末の売上債

権)に対して返品率を乗じるとと

もに再販実績等を勘案し、今後発

生が見込まれる損失額を計上して

いる。 

  

――――――-  期末日後の返品損失に備えるた

め、当期の売上高(一部の事業部

については当期末の売上債権)に

対して返品率を乗じるとともに再

販実績等を勘案し、今後発生が見

込まれる損失額を計上している。 

(4)子会社支援損失引当金   債務超過子会社の支援に係る損

失に備えるため、子会社の財政状

態を勘案して損失負担見積額を計

上している。 

同    左 同    左 

(5)構造改善費用引当金   事業の抜本的な構造改善に伴う

損失に備えるため、今後見込まれ

る事業撤収等に係る費用の見積額

を計上している。 

同    左 同    左 

(6)退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上している。なお、会計基準変更

時差異については、15年による按

分額を費用処理している。また、

数理計算上の差異については発生

時の従業員の平均残存勤務期間

(11年)による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌期から

費用処理することとしている。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上している。 

（追加情報） 

①事業再構築による大量の従業員

の転籍・退職に伴い、会計基準

変更時差異（1,285百万円）及

び数理計算上の差異（825百万

円）を一括して費用処理してい

る。なお、当該費用処理額は、

1,857百万円は営業譲渡関連費

用、252百万円は構造改善費用

に含めて表示している。 

②未認識の数理計算上の差異の費

用処理年数については、発生時

の従業員の平均残存勤務期間内

の一定年数(11年)により処理す

ることとしていたが、事業再編

に伴う大量退職が発生したこと

に伴い予定退職率が上昇したた

め、従業員の平均残存勤務期間

を見直した結果、未認識の数理

計算上の差異の費用処理年数を

当中間会計期間から従来の11年

から1年未満へ変更している。

この結果、従来の方法によった

場合と比較して退職給付費用が

57百万円（63百万円は構造改善

費用、120百万円は販売費及び

一般管理費のマイナス）減少 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、計上している。なお、会計

基準変更時差異については、15年

による按分額を費用処理してい

る。また、数理計算上の差異につ

いては発生時の従業員の平均残存

勤務期間(11年)による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生の

翌事業年度から費用処理すること

としている。 

 事業再構築による大量の従業員

の転籍・退職に伴い、会計基準変

更時再差異（536百万円）及び数

理計算上の差異（246百万円）を

一括して費用処理している。な

お、当該費用処理額は構造改善費

用に含めて表示している。 

＜厚生年金基金の解散＞ 

当社が加入しているカネボウ厚生

年金基金が平成18年2月22日付で

厚生労働省より解散の認可を受

け、同日をもって解散すると同時

に、厚生年金基金給付の一部を退

職一時金制度に移したため、「退

職給付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用指針

第１号）を適用した。これによ

り、同厚生年金基金に係る退職給

付引当金を取崩し、厚生年金基金

解散損476百万円を計上してい

る。 

 



項  目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  し、営業利益及び経常利益がそ

れぞれ120百万円増加、税引前

中間純利益が57百万円増加して

いる。 

 

  ③また、従来、退職給付会計基準

変更時差異は15年で均等償却し

ていたが、退職給付会計基準の

適用初年度に在職した従業員の

大量退職等により退職給付会計

基準適用時における状況に大幅

な変化が生じたため、未認識会

計基準変更時差異を将来にわた

り期間按分するのは不合理であ

ると判断し、当期に残額を一括

償却383百万円（構造改善費

用）している。この結果、従来

の方法によった場合と比較して

営業利益及び経常利益が10百万

円増加し、税引前中間純利益が

372百万円減少している。 

 

  ④さらに、当社は従来、原則法に

よる計算方法によって算定した

退職給付債務及び年金資産の額

に基づき退職給付引当金を計上

していたが、上記事業再編によ

る従業員数の大幅な減少等によ

り、高い信頼性をもって数理計

算上の見積もりを実施すること

が困難となったことから、当中

間会計年度より簡便法によって

退職給付引当金を計上する計算

方法に変更した。この結果、従

来の方法によった場合と比較し

て営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益がそれぞれ33百万

円増加している。 

 

(7）関係会社投資損失引当

金 

 関係会社に対する投資により発

生の見込まれる損失に備えるた

め、当該関係会社の財政状態を勘

案して損失負担見積額を計上して

いる。 

――――――- ――――――- 

５．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理している。 

同    左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ている。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同    左 同    左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

   

消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税について

は、税抜方式によっており、控除

対象外消費税及び地方消費税は、

当期の費用として処理している。

なお、「仮払消費税等」及び「仮

受消費税等」は、相殺のうえ、流

動資産の「未収入金」に含めて表

示している。 

 消費税及び地方消費税について

は、税抜方式によっている。な

お、「仮払消費税等」及び「仮受

消費税等」は、相殺のうえ、流動

負債の「未払消費税等」に計上し

ている。 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっており、控

除対象外消費税及び地方消費税は

当期の費用として処理している。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第5号 平成17年12月9日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 

平成17年12月9日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、△1,480百万円である。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成している。 

───── 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

        ―――――――――――――――― （中間連結貸借対照表関係） 

 前中間会計期間末において「支払手形」に含めていた「営業外支払

手形」は、負債及び純資産の合計額の100分の1以上になったため、当

中間会計期間末から区分掲記することとした。なお、前中間会計期間

末における当該金額は816百万円である。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前事業年度末 

（平成18年３月31日） 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額は

12,430百万円である。 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額は952

百万円である。 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額は

11,458百万円である。 

※２. 担保（財団抵当を含む）に供している

資産 

※２．      ───── ※２. 担保（財団抵当を含む）に供している

資産 

  （百万円)

定期預金 120

有形固定資産 14,411

投資有価証券 15,240

計 29,773

   （百万円)

定期預金 0

有形固定資産 10,854

関係会社株式 2,409

計 13,264

上記担保資産に対する債務   

 （百万円)

短期借入金 1,000

長期借入金 41,696

計 42,696

  上記資産はカネボウ・トリニティ・

ホールディングス㈱（平成18年4月12日

付でトリニティ・パートナーズ㈱から

商号変更）の長期借入金及び未払利息

35,166百万円の担保(有形固定資産は極

度額25,000百万円の工場財団抵当権・

根抵当権を設定している）に供してい

る。 

 ３. 保証債務  ３. 保証債務  ３. 保証債務 

借入金等に対する保証 借入金等に対する保証 借入金等に対する保証 

  （百万円)

ブラジル中央銀行 279

合計 279

  （百万円)

カネボウ・トリニティ・

ホールディングス㈱ 

36,784

㈱カネボウ化粧品 397

他４件 11

合計 37,193

  （百万円)

カネボウ・トリニティ・

ホールディングス㈱（平

成18年4月12日付でトリニ

ティ・パートナーズ㈱か

ら商号変更） 

35,166

㈱カネボウ化粧品 648

ブラジル中央銀行 291

他４件 21

合計 36,127

 ４. 受取手形割引高  ４．      ─────  ４．      ───── 

  （百万円)

受取手形割引高 2,425

  

※５．      ───── ※５．中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理につ

いては,手形交換日をもって決済処理を

している。なお、当中間会計期間の末

日は、金融機関の休日であったため、

中間期末残高に中間期末日満期手形が

含まれている。 

 (百万円)

支払手形 426

営業外支払手形 465

※５．      ───── 

※６．      ───── ※６．繰延営業譲渡益 

 営業譲渡に係る営業譲渡益相当額に

ついて、譲渡対価の入金が行われてい

ないため、入金期日まで繰延営業譲渡

益勘定に計上したものである。なお、

当該金額は、入金期日到来時点で収益

計上することとなる。 

※６．      ───── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

※１．      ───── ※１．営業譲渡益 

 (百万円)

食品事業 12

計 12

※１．      ───── 

※２．関係会社株式売却益 

 ㈱エルビー（埼玉）、㈱エルビー（名古

屋）他６社の株式売却に伴うものである。 

※２．      ───── ※２．関係会社株式売却益の内訳は次のとお

りである。 

 (百万円)

食品関連事業  4,375

新素材関連事業 1,110

合繊関連事業  △869

その他 △300

計 4,315

※３．貸倒引当金戻入益 

 債務超過状態の子会社に対する回収懸念

債権につき貸倒引当金を計上したものの見

直しに伴い取り崩したものである。 

※３．     同     左 ※３．      ───── 

※４．その他 

 主として、前期未払計上した外形標準課

税付加価値割額の取崩しによるものであ

る。 

※４．      ───── ※４．その他 

 主として、前期未払計上した外形標準課税

付加価値割額の取崩しによるものである。 

※５．減損損失 

（資産をグルーピングした方法） 

 事業再生計画に基づき、事業部別の事業

用資産及び個別の賃貸用資産、共用資産、

遊休資産、売却予定資産にグルーピングし

ている。 

 （減損損失に至った経緯） 

 事業再生計画において不採算事業からの

撤退、現状保有資産の見直し等を進めた結

果、売却予定資産への用途変更となった資

産が生じ、これらの資産グループを含め、

一部の資産グループの時価に著しい下落が

見られたことから、帳簿価格を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上している。 

※５．減損損失 

（資産をグルーピングした方法） 

 事業再生計画に基づき、事業部別の事業用

資産及び個別の賃貸用資産、共用資産、遊休

資産、売却予定資産にグルーピングしてい

る。 

 （減損損失に至った経緯） 

 事業再生計画において不採算事業からの撤

退、現状保有資産の見直し等を進めた結果、

売却予定資産への用途変更となった資産が生

じ、これらの資産グループを含め、一部の資

産グループの時価に著しい下落が見られたこ

とから、帳簿価格を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上している。 

※５．減損損失 

（資産をグルーピングした方法） 

 事業再生計画に基づき、事業部別の事業用

資産及び個別の賃貸用資産、共用資産、遊休

資産、売却予定資産にグルーピングしてい

る。 

（減損損失に至った経緯） 

 事業再生計画において不採算事業からの撤

退、現状保有資産の見直し等を進めた結果、

売却予定資産への用途変更となった資産が生

じ、これらの資産グループを含め、一部の資

産グループの時価に著しい下落が見られたこ

とから、帳簿価格を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上している。 

 （減損損失を認識した資産グループと減損

損失計上額の固定資産の種類毎の内訳） 

グループ 用途 種類 

金額 

(百万円) 

売却予定 

資産 

賃貸用資産 

福利厚生 

施設 

遊休資産 

土地・建物 

29 

構築物 

44 

器具及び備品 

68 

電話加入権他 

89 

遊休資産 ー 土地・建物 

7 

その他 

3 

 （減損損失を認識した資産グループと減損

損失計上額の固定資産の種類毎の内訳） 

グループ 用途 種類 

金額   

(百万円) 

売却予定資産

遊休資産 

建物 

87

その他 

122

（減損損失を認識した資産グループと減損損

失計上額の固定資産の種類毎の内訳） 

グループ 用途 種類 

金額 

(百万円) 

売却予定 

資産 運用施設 

遊休資産 

土地 

29

その他 

441

共用資産 運用施設 建物 

36

その他 

33

 



前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

（回収可能価額の算定方法） 

 回収可能価額は、事業部別の事業用資産

及び賃貸用資産については使用価値又は正

味売却価額を適用し、遊休資産、売却予定

資産については正味売却価額を適用してい

る。なお、使用価値については将来キャッ

シュ・フローを5%で割り引いて算出してお

り、正味売却価額については不動産鑑定評

価基準に基づく鑑定評価額等を使用してい

る。 

（回収可能価額の算定方法） 

 回収可能価額は、事業部別の事業用資産及

び賃貸用資産については使用価値又は正味売

却価額を適用し、遊休資産、売却予定資産に

ついては正味売却価額を適用している。な

お、使用価値については将来キャッシュ・フ

ローを5%で割り引いて算出しており、正味売

却価額については不動産鑑定評価基準に基づ

く鑑定評価額等を使用している。 

（回収可能価額の算定方法） 

 回収可能価額は、事業部別の事業用資産及

び賃貸用資産については使用価値又は正味売

却価額を適用し、遊休資産・売却予定資産に

ついては正味売却価額を適用している。な

お、使用価値については将来キャッシュ・フ

ローを5%で割り引いて算出しており、正味売

却価額については不動産鑑定評価基準に基づ

く鑑定評価額を使用している。 

※６．関係会社株式評価損 

 カネボウ物流㈱、カネボウ・サンディジ

ェーム㈱他6社の株式を評価減したものであ

る。 

※６．   ───── ※６．関係会社株式評価損 

 カネボウフーズ㈱、カネボウ物流㈱、カネ

ボウ・サン ディジェーム㈱他8社の株式を

評価減したものである。 

※７．      ───── ※７．      ───── ※７．営業譲渡損 

 (百万円)

フィラ事業 2,723

インナー事業 121

計 2,845

※８．子会社清算損 

 カネボウベルタッチ㈱他3社を清算したこ

とによるものである。 

※８．子会社清算損 

 ケーエスコーヨー㈱を清算したことによる

ものである。 

※８．      ───── 

※９．構造改善費用 

  (百万円)

（１）天然繊維事業 201

主なもの  

事業撤収費用 192

（２）ファッション事業 6,125

主なもの  

事業撤収費用 4,254

子会社撤収費用 1,848

（３）合繊事業 1,299

主なもの  

子会社撤収費用 1,078

（４）食品事業 2,692

主なもの  

椎茸事業撤収費用 2,397

（５）共通部門他 3,363

主なもの  

電子関連事業撤収費用 533

その他事業撤収費用 730

福利厚生施設撤収費用 492

土地設備撤去関連費用 1,286

計 13,682

※９．構造改善費用 

  (百万円)

（１）ファッション事業 53

主なもの  

事業撤収費用 53

（２）合繊事業 42

主なもの  

事業撤収費用 42

（３）共通部門他 681

主なもの  

退職給付引当金一括繰入 582

事務所移転費用 54

その他 44

計 776

※９．構造改善費用 

  (百万円)

（１）ファッション事業 725

主なもの  

事業撤収費用 613

在庫廃棄費用 85

関係会社撤収費用 26

（２）合繊事業 361

事業撤収費用 361

（３）食品事業 344

事業撤収費用 344

（４）天然繊維事業 248

事業撤収費用 248

（５）新素材事業 222

   主なもの  

事業所撤収費用 177

（６）共通部門他 4,566

主なもの  

土地設備撤去関連費用 2,834

退職給付引当金一括繰入 783

福利厚生施設撤収費用 491

その他事業撤収費用 236

計 6,469

 10．減価償却実施額  10．減価償却実施額  10．減価償却実施額 

  

有形固定資産 

 (百万円)

410

無形固定資産  104

  

有形固定資産 

 (百万円)

122

無形固定資産  16

  

有形固定資産 

 (百万円)

884

無形固定資産  182

※11．      ───── ※11．営業譲渡関連費用 

 (百万円)

ホームプロダクツ事業 947

薬品事業 1,551

その他 559

計 3,058

※11．      ───── 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,196,513株は買取によるものであり、減少98株は単元未満株式売渡請求

に基づく売り渡しによるものである。 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 (注)１ 327,236 1,196,513 98 1,523,651 

合計 327,236 1,196,513 98 1,523,651 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

中間期末

残高相当

額 

(百万円) 

機械及

び装置 

(17) 

24 

(9) 

17 

(7) 

7 

工具・

器具及

び備品 

(612) 

2,417 

(421) 

1,346 

(191) 

1,070 

その他 
(12) 

21 

(6) 

11 

(5) 

9 

合計 
(641) 

2,463 

(437) 

1,375 

(204) 

1,087 

 
取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

中間期末

残高相当

額 

(百万円) 

工具・

器具及

び備品 

(243) 

292 

(121) 

149 

(121) 

143 

その他 
  

2 

  

1 

  

0 

合計 
(243) 

294 

(121) 

150 

(121) 

143 

 
取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

期末残高

相当額 

(百万円) 

機械及

び装置 

(14) 

14 

(8) 

8 

(6) 

6 

工具・

器具及

び備品 

(168) 

1,787 

(118) 

858 

(50) 

928 

その他 
  

13 

  

7 

  

5 

合計 
(183) 

1,815 

(126) 

874 

(56) 

940 

（注） 取得価額相当額は、支払利息相当

額を控除したものである。 

 なお、（ ）書きで記載している金額

は、子会社が使用している設備に係わるも

のであり、内数である。 

（注） 取得価額相当額は、支払利息相当

額を控除したものである。 

 なお、（ ）書きで記載している金額

は、子会社が使用している設備に係わるも

のであり、内数である。 

（注） 取得価額相当額は、支払利息相当

額を控除したものである。 

 なお、（ ）書きで記載している金額

は、子会社が使用している設備に係るもの

であり、内数である。 

（２）未経過リース料中間期末残高相当額 （２）未経過リース料中間期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

  
(百万円)

(122)

１年内  420 

  (87)

１年超  693 

  (209)

合計  1,114 

  
(百万円)

(40)

１年内  50 

  (93)

１年超  106 

  (133)

合計  157 

  
(百万円)

(35)

１年内  312 

  (23)

１年超  655 

  (58)

合計  968 

（注）（ ）書きで記載している金額は、

子会社が使用している設備に係わるもので

あり、内数である。 

（注）（ ）書きで記載している金額は、

子会社が使用している設備に係わるもので

あり、内数である。 

（注）（ ）書きで記載している金額は、

子会社が使用している設備に係わるもので

あり、内数である。 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  
(百万円)

(75)

支払リース料  283 

  (72)

減価償却費相当額  265 

  (2)

支払利息相当額  16 

  
(百万円)

(16)

支払リース料  77 

  (15)

減価償却費相当額  71 

  (0)

支払利息相当額  6 

  
(百万円)

(14)

支払リース料  488 

  (13)

減価償却費相当額  455 

  (1)

支払利息相当額  33 

（注）（ ）書きで記載している金額は、

子会社が使用している設備に係わるもので

あり、内数である。 

（注）（ ）書きで記載している金額は、

子会社が使用している設備に係わるもので

あり、内数である。 

（注）（ ）書きで記載している金額は、

子会社が使用している設備に係るものであ

り、内数である。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

（５）利息相当額の算定方法 

 リース料相当額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっている。 

（５）利息相当額の算定方法 

同    左 

（５）利息相当額の算定方法 

同    左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益又は中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 

△７０円７７銭 

１株当たり純資産額 

△１９０ 円 ９１銭 

１株当たり純資産額 

             ６５円９０銭 

１株当たり中間純損失 

           １２４円２０銭 

１株当たり中間純損失 

                ２５４円 ７６銭 

１株当たり当期純利益 

                 ４９円０９銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、1株当たり中間純損失が計上

されているため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、1株当たり中間純損失が計上

されているため記載していない。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

                 ３９円０８銭 

（追加情報) 

当社は、平成16年10月1日付で発行済株式(普

通株式)について10株を１株の割合で併合し

ている。 

なお、当該株式併合が前期首に行われたと仮

定した場合の前中間会計期間における１株当

たり情報については、以下のとおりである。 

１株当たり純資産額 

 △８３円９２銭 

１株当たり中間純利益 

      ６，３１０円１２銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載していない。 

  

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

1株当たり当期純利益又は中間純損失    

当期純利益又は中間純損失(△)（百万円） △15,588 △42,141 7,154 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る当期純利益又は中間純損失(△)

（百万円） 
△15,588 △42,141 7,154 

期中平均株式数（千株） 125,505 165,412 145,757 

（うち、普通株式） 51,016 50,280 51,002 

（うち、Ｃ種類株式） 74,489 115,131 94,754 

潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益    

中間(当期)純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） － － 37,313 

（うち、Ａ種類株式） － － 18,656 

（うち、Ｂ種類株式） － － 18,656 



（重要な後発事象） 

 前中間会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日) 

（営業譲渡、株式譲渡及び基本合意） 

 当社グループは、事業再生計画に基づく事業ポートフォリオの再編を目的として、営業譲渡契約及び株式譲渡契約の締結並びに営業譲渡

の基本合意をしている。個々の内容は以下のとおりである。 

  １）営業譲渡契約 

  ２）株式譲渡契約 

 上記以外に、当社が保有するＫＢセーレン株式会社（セーレン株式会社51％、当社49％出資）株式は、セーレン株式会社が合弁契約に基

づきオプション権を行使したことから、平成17年10月14日に同社へ売却している。 

  ３）営業譲渡の基本合意 

 当中間会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日) 

（Ｃ種類株式に係わる取得請求権の行使） 

 当社の親会社であるトリニティ・インベストメント株式会社（以下、「ＴＩＣ」という）より、同社が保有する全てのＣ種類株式

（115,131,500株）について、普通株式を対価とする取得請求権の行使によるＣ種類株式の普通株式への転換請求がなされた。 

これを受け、当社は平成18年10月30日付でＣ種類株式を取得し、対価としてＴＩＣに普通株式115,131,500株を発行した。なお、取得し

たＣ種類株式は、同日付で全株消却した。 

（提出日現在の発行済株式の状況は、第４提出会社の状況 １株式等の状況を参照） 

契約会社名 相手方会社名 
譲渡対象及び事業規模 

（平成17年3月期売上高） 

契約締結日 

譲渡実行日 

当社 
株式会社キッドブルー（株式会社

カドリールニシダの子会社） 
インナー事業（20億円） 

平成17年10月20日    

平成17年11月 1日    

当社、 

カネボウアグリテック株式会社 
和歌山県シイタケ企業組合 椎茸事業（58億円） 

平成17年11月21日    

平成17年12月31日(予定) 

譲渡する株式の会社名 相手方会社名 
譲渡対象会社の事業内容等 

（平成17年3月期売上高） 

契約締結日 

譲渡実行日 

カネボウ菊池電子株式会社 同社経営陣（ＭＢＯ） 半導体検査事業（17億円） 
平成17年10月 6日    

平成17年11月 1日    

カネボウ物流株式会社 是則運輸倉庫株式会社 保険事業（3億円） 
平成17年11月 9日    

平成18年 2月 1日(予定) 

カネボウストッキング株式会社 福助株式会社 
ストッキング、靴下の製造・販売 

(63億円) 

平成17年11月30日    

平成18年 1月31日(予定) 

カネボウ不動産株式会社 

カネボウホリデイ株式会社 
インタープラネット株式会社 不動産業(49億円) 

平成17年12月 2日    

平成18年 1月31日(予定) 

契約会社名 相手方会社名 
譲渡対象及び事業規模 

（平成17年3月期売上高） 

基本合意締結日 

譲渡実行予定日 

当社 
株式会社ライカ 

株式会社デサント 

カネボウ・サン ディジェーム株式

会社(当社100%出資)が営むランバン

ブランドのライセンス事業 

（42億円） 

平成17年12月14日      

平成18年 2月 1日(予定) 



 前事業年度（平成18年3月31日) 

１．3事業（ホームプロダクツ・薬品・食品）の譲渡 

 当社は、経済産業省および厚生労働省より産業活力再生特別措置法の認定を受け、同法に定める簡易営業譲渡に関する特例措置によ

り、平成18年4月14日開催の取締役会において、ホームプロダクツ事業および薬品事業を当社スポンサーである3投資会社（アドバンテッ

ジパートナーズ有限責任事業組合、㈱ＭＫＳパートナーズ、ユニゾン・キャピタル㈱）が運営に携わるファンド（以下「ファンド」）等

が出資する2つの会社（カネボウホームプロダクツ㈱およびカネボウ製薬㈱）にそれぞれ営業譲渡することを決定し、同日付で契約を締

結の上、平成18年5月1日に実行いたしました。また当社は、カネボウフーズ株式会社の株式をファンド等に譲渡するとともに、コーポレ

ートスタッフ部門を、カネボウホームプロダクツ㈱、カネボウ製薬㈱およびカネボウフーズ㈱を統括・管理する会社カネボウ・トリニテ

ィ・ホールディングス㈱に譲渡することを平成18年4月14日開催の取締役会において決定し、同日付で契約を締結の上、平成18年5月1日

に実行いたしました。 

 譲渡する事業の概要ならびに譲渡先は以下のとおりです。 

 

１） ホームプロダクツ事業 

①譲渡先 カネボウホームプロダクツ株式会社（平成18年4月12日、「ユニゾン・マーズ株式会社」から商号変更） 

②事業内容 ボディソープ、シャンプー・コンディショナー、基礎化粧品など、生活に密着した日用品、化粧品の製造・販売 

③売上高 36,985百万円、総資産 12,746百万円（平成18年3月期） 

 なお、実質的な事業規模を示すため、連結ベースで記載しております。 

④譲渡対象 生産施設ならびに運転資本他、ホームプロダクツ事業の運営に必要な資産ならびに負債一式 

⑤営業譲渡価額 23,380百万円 

２） 薬品事業 

①譲渡先 カネボウ製薬株式会社（平成18年4月12日、「紀尾井町インベストメント株式会社」から商号変更） 

②事業内容 漢方薬を中心とした、医療用医薬品と一般用医薬品の製造・販売 

③売上高 18,074百万円、総資産 15,740百万円（平成18年3月期） 

 なお、実質的な事業規模を示すため、連結ベースで記載しております。 

④譲渡対象 生産施設ならびに運転資本他、薬品事業の運営に必要な資産ならびに負債一式 

⑤営業譲渡価額 12,010百万円 

  

３） 食品事業 

①譲渡先 「ファンド」およびカネボウ・トリニティ・ホールディングス㈱（平成18年4月12日、「トリニティ・パートナーズ株式会社」

から商号変更） 

②事業内容 菓子、新規食品、冷菓の3部門において、各分野で他メーカーにはない特色のある商品の開発・製造・販売 

③売上高 23,007百万円（平成18年3月期） 

 なお、実質的な事業規模を示すため、連結ベースで記載しております。ただし、下記「④譲渡対象」に限ります。 

④譲渡対象 カネボウフーズ株式、カネボウフーズ販売株式、食品事業知的財産権、カネボウフーズ向け貸付金  

⑤事業価値 8,010百万円 

 

 なお当社は、平成18年5月1日に実行された当該営業譲渡等の代金債権をトリニティ・インベストメント株式会社が免責的債務引受けし

たことに基づき、同社に対し42,546百万円の貸付金を有することとなっております。 

２．資本減少について 

 当社は、平成18年6月29日開催の定時株主総会において、資本の減少について承認を戴きました。 

 

１）資本減少の理由 

当社は企業体質改善のため、諸施策を遂行してまいりましたが、過大資本の解消と欠損金一掃のため、資本金を減額するものでありま

す。 

  

２）資本減少の内容 

①減少すべき資本の額 

当社の資本の額35,099,985,000円を34,999,985,000円減少させ、資本金は100,000,000円といたします。 

②資本の欠損の填補に充てる額 

資本減少額34,999,985,000円のうち、29,703,654,640円を資本の欠損の填補に充てさせていただきます。 

③資本減少の方法 

発行済株式総数の変更は行なわず、資本金の額のみ減少いたします。 

④取締役会決議日 

平成18年5月31日 

⑤株主総会決議日 

平成18年6月29日 

⑥債権者異議申述期日 

平成18年9月下旬（予定） 

⑦資本減少の効力発生日 

平成18年9月末（予定） 



３．担保の解除等について 

 当社は、カネボウ・トリニティ・ホールディングス㈱の長期借入金及び未払利息の担保として、有形固定資産、関係会社株式並びに預

金を担保提供しておりましたが、平成18年5月1日付の営業譲渡によって主たる担保資産が譲渡され、また平成18年6月20日付で締結した

「担保・保証の解除等に関する合意書」によって当社に残存する担保資産についても担保解除されました。 



(2）【その他】 

 該当事項なし。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1)臨時報告書 

    証券取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号及び第8号の規定に基づく 

   臨時報告書 

    平成18年4月17日関東財務局長に提出。 

(2)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第89期） （自 平成17年4月1日  至 平成18年3月31日） 

 平成18年6月30日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成１７年１２月２２日 

カ ネ ボ ウ 株 式 会 社  

 取締役会  御中    

 監査法人トーマツ   

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大庭 四志次  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 秋山  卓司  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松本   実  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカネ

ボウ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、カネボウ株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は事業再生計画に基づく事業ポートフォリオの再編を目的として、営業

譲渡契約及び株式譲渡契約の締結並びに営業譲渡の基本合意を行った。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 

 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成１８年１２月２６日 

カ ネ ボ ウ 株 式 会 社  

 取締役会  御中    

 監査法人トーマツ   

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大庭 四志次  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 秋山  卓司  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 飯塚   智  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカネ

ボウ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にある。 

 当監査法人は、下記事項を除き我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続

に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。 

記 

 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、カネボウ株式会社は平成１８年５月１

日付で中核事業であるホームプロダクツ事業、薬品事業及び食品事業の営業譲渡並びに株式譲渡を行ったことから、当該

事業の譲渡後においては収益の核となる事業が存在しない状況にある。また会社は中間連結会計期間末日において、

1,207百万円の連結債務超過の状況にある。 

 カネボウグループは、前連結会計会計年度末と同様に今後、残存する一部の事業を運営していくこととしているが、当

該残存事業についても事業譲渡又は撤収の検討を行うことを予定している。このような状況から継続企業の前提が不明確

な状況にある。したがって連結債務超過の解消に関して記載されているものの、継続企業を前提として作成されている上

記の中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得ることができなかった。 

  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、上記事項の中間連結財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、カネボウ株式

会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

かどうかについての意見を表明しない。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 

 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成１７年１２月２２日 

カ ネ ボ ウ 株 式 会 社  

 取締役会  御中    

 監査法人トーマツ   

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大庭 四志次  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 秋山  卓司  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松本   実  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカネ

ボウ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８９期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、カネボウ株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は事業再生計画に基づく事業ポートフォリオの再編を目的として、営業

譲渡契約及び株式譲渡契約の締結並びに営業譲渡の基本合意を行った。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 

 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成１８年１２月２６日 

カ ネ ボ ウ 株 式 会 社  

 取締役会  御中    

 監査法人トーマツ   

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大庭 四志次  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 秋山  卓司  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 飯塚   智  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカネ

ボウ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第９０期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月

１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にある。 

 当監査法人は、下記事項を除き我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽

の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。 

記 

 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、カネボウ株式会社は平成１８年５月１

日付で中核事業であるホームプロダクツ事業、薬品事業及び食品事業の営業譲渡並びに株式譲渡を行ったことから、当該

事業の譲渡後においては収益の核となる事業が存在しない状況にある。また会社は中間会計期間末日において、1,480百

万円の債務超過の状況にある。 

 会社は、前事業年度末と同様に今後、残存する一部の事業を運営していくこととしているが、当該残存事業についても

事業譲渡又は撤収の検討を行うことを予定している。このような状況から継続企業の前提が不明確な状況にある。したが

って債務超過の解消に関して記載されているものの、継続企業を前提として作成されている上記の中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得ることができなかった。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、上記事項の中間財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、カネボウ株式会社の平

成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月 

３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているかどうかについての意見を表明しない。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 
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